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○ 道路構造令: 道路法の第 30 条の規定に基づいて、道路の構造の一般的技術的基準を定
めた政令。第 35 条において、橋・高架の道路等について基本的な技術的事項を規定、
さらに、構造の基準に関して必要な事項は国土交通省令で定める旨を規定している。 
○ 道路橋示方書: 「橋、高架の道路等の技術基準」の通称であり、道路橋示方書 I 共通編、






○ 機能: 構造物に期待される役割。 




















○ 常時: 荷重の組合せにおいて、地震の影響または風の影響を考慮しない状態。 
○ 暴風時: 荷重の組合せにおいて、風の影響を考慮する状態。 
○ レベル 1 地震時: 荷重の組合せにおいて、地震の影響を考慮する状態。特に、橋の供用
期間中に発生する確率が高い地震動を考慮する状態。 
○ レベル 2 地震時: 荷重の組合せにおいて、地震の影響を考慮する状態。特に、橋の供用
期間中に発生する確率は低いが大きな強度をもつ地震動を考慮する状態。 
○ 弾性限界点: 単杭や組杭基礎の応答が可逆性を有する限界の点。 
○ 最大強度点: 単杭や組杭基礎の抵抗が最大値を示す点。 















・ 道路法令研究会: 道路法令総覧, ぎょうせい, 2007. 9.  
・ 道路技術研究会: 道路技術基準通達集, ぎょうせい, 2002 . 3.  
・ (社) 地盤工学会: 性能設計概念に基づいた基礎構造物等に関する設計原則(案), 2004. 3.  




【2 章 杭基礎の挙動の可逆性を保証する限界点の評価とモデル化】 
 
A : 杭の断面積 
L : 杭長 
∆L : 杭体の軸方向変形量 
D : 杭径（杭一般部の外径） 
Dp : 杭先端部の外径 
BH : 換算載荷幅  




β = で定義される杭の特性値 
 
E : 弾性係数  
E0 : 地盤の変形係数 
Ep : 直径 0.3 m の剛体円板による平板載荷試験の繰返し曲線から求めた地盤の変形係数 
Ec : 孔内水平載荷試験で推定した変形係数 
Eb : 一軸圧縮試験又は三軸圧縮試験から求めた変形係数 
 
P0 : 杭頭に作用する鉛直荷重(押込方向)  
PT : 杭頭に作用する鉛直荷重(引抜方向)  
PH : 杭頭に作用する水平荷重 
PP : P0作用時における杭先端分担荷重 
P0u : 杭頭での極限鉛直荷重 
P0y : 杭頭での降伏鉛直荷重 
Pud : 最大強度点に関する定義に対応した P0 
P0max : 載荷試験における実測最大荷重 
P10 : 杭頭変位が杭径の 10 %に達する時の杭頭荷重 
Pf10 : 杭頭変位が杭径の 10 %に達する時の杭周面摩擦力 
PHy0 : Weibull 曲線における弾性限界点に相当する杭頭での水平荷重 
PHy1 : 残留変位急増点に相当する杭頭での水平荷重 
λP : 弾性限界荷重レベル比 ( = PHy0 / PHy1)  
 
Ru : 杭頭における実測極限支持力 
Ry : 杭頭における実測降伏支持力 
Rt : 杭先端における実測抵抗力 
Rs : 杭周面における実測抵抗力 
 vi
Ruc : 設計上の極限支持力(特性値)  
Rsc : 設計上の周面抵抗力(特性値)  
Ry1c : Rucの 0.63 倍として計算される降伏支持力(特性値)  
Ry2c : Rscと同値として計算される降伏支持力(特性値)  
f  : 周面抵抗力の平均値 
( )f l  : 杭頭部を原点とする任意の深度 l における杭体が受ける単位長さ当たりの周面抵抗力 
( )N l  : 杭頭部を原点とする任意の深度 l における杭体の軸方向力 
γ : 先端伝達率(PP / P0)  
γ y : P0y作用時における先端伝達率 
γ 10 : P10作用時における先端伝達率 
p : 各種支持力(抵抗力) に関する実測値と推定値との比 
 
S0 : 杭頭における鉛直変位 
S0y : P0y作用時の杭頭における鉛直変位 
Sv : P0または PT作用時の杭頭における鉛直変位 
Sp : 杭先端における鉛直変位 
Spy : P0y作用時の杭先端における鉛直変位 ( )S l  : 杭頭部を原点とする任意の深度 l における軸方向変位 
ε0 : 杭頭部における杭体の軸ひずみ ( )lε  : 杭頭部を原点とする任意の深度 l における杭体の軸ひずみ 
 
yp : 最大荷重時の杭頭における水平変位 
yH : PH 作用時の杭頭における水平変位 
yr : 杭頭における残留水平変位 
yy : 弾性限界点に相当する杭頭における水平変位 
yy1 : 残留変位急増点に相当する杭頭における水平変位 
yy0 : Weibull 曲線における弾性限界点に相当する杭頭における水平変位 
y0 : 許容変位量に相当する杭頭における変位量で杭径の 1 % 
y’ : 着目する杭頭における変位量 
λy : 弾性限界変位レベル比( = yy1 / yy0)  
 
Kv : 杭頭における軸方向バネ定数 
Kn% : 杭頭の水平変位が杭径の n %時における載荷試験から得られた割線剛性 
kpv : 杭先端地盤反力係数(杭先端の単位面積あたりの地盤反力と変位との比)  
kH : 水平方向地盤反力係数 
k H’ : 平板載荷試験で得られた水平方向地盤反力係数  
kH30 : 直径 0.3 m の剛体円板により得られた k H’ 
 vii
kH0 : 杭頭の水平変位が 1 cm 時における載荷試験から得られた kHの実測値 
kH比 : 載荷試験から得られた kHの実測値と推定式から計算された kHの比 
α : 地盤反力係数の推定に用いる係数 
a : 換算載荷幅の取り方に関する補正係数 
 
n : 安全率 
φRy : 弾性限界点に対する抵抗係数 
φRu : 最大強度点に対する抵抗係数 
 
m : Weibull 分布関数における変位指数 
M : 平均値 
SD : 標準偏差 
CV : 変動係数 
R2 : 説明係数 
 
【3 章 杭基礎の副次的な塑性化を考慮した限界点の評価とそのモデル化】 
 
D : 杭径 
E : 弾性係数 





β = で定義される杭の特性値 
Φ : 曲率 
W : 地震時保有水平耐力法に用いる等価重量 
Wf : フーチング重量 
G : 土の単位体積重量 
σ’v : 有効上載圧 
z: 地表面からの深度 
F : 土の内部摩擦角 
θ : 杭体と土との壁面摩擦角 
τ : 地表面と水平面とのなす角度 
c : 粘着力 
cu : 非排水せん断強度 
qu : 一軸圧縮試験による圧縮強度 
N 値 : 標準貫入試験値 
f*ck : コンクリートの呼び強度 
fm : コンクリートの標準供試体強度 
 viii
f*m : 水中コンクリートの採取コア強度の平均値 
a: せん断スパン 
 
PH : 杭頭に作用する単杭の水平荷重 
PHG : 杭頭に作用する組杭の全水平荷重 
PHGi : 組杭中の着目する杭列の杭 i における杭頭での水平荷重 
PHG : 組杭中の着目する杭列の杭頭での水平荷重の平均値 
 
RHd : 計算で求められる単杭に対する水平抵抗 
RHdG : 計算で求められる組杭に対する水平抵抗 
RucN : 設計上の単杭の極限支持力(押込方向)  
RucT : 設計上の単杭の極限支持力(引抜方向)  
p : 単杭あるいは組杭の水平支持力(抵抗力) に関する実測値と推定値との比 
 
p : 水平地盤反力度 
pU : クーロンの受働土圧強度 
pHU : 杭に作用する水平地盤反力度の上限値 
pHUG : 群杭効果を考慮した杭に作用する水平地盤反力度の上限値 
KP : 受働土圧係数 
KP(R) : ランキンの受働土圧係数 
KP(C) : クーロン受働土圧係数 
Fφ : 受働土圧強度を求める際の係数 
 
y : 杭頭における水平変位 
yy : 弾性限界点に相当する杭頭における水平変位 
dH : 荷重作用位置における水平変位 
du : 基礎が終局に達した時の荷重作用位置における水平変位 
dy : 基礎が降伏に達した時の荷重作用位置における水平変位 
 
Kv : 杭頭における軸方向バネ定数 
kH : 水平方向地盤反力係数 
kHE : 群杭効果を考慮したバイリニアモデルのための水平方向地盤反力係数 
αk : 単杭における水平方向地盤反力係数の補正係数 
αp : 単杭における水平地盤反力度の上限値の補正係数 
ηk : 水平地盤反力係数についての群杭効果に関する補正係数 
ηp : 水平地盤反力度の上限値についての群杭効果に関する補正係数 
K : 載荷試験から得られた荷重-変位曲線による割線剛性 
 ix
K1% : 杭頭の水平変位が杭径の 1 %時における載荷試験から得られた割線剛性 
r :  基礎の降伏剛性に対する二次剛性の比 
 
kh : 設計水平震度 
khc : レベル 2 地震動の設計水平震度 
khg : レベル 2 地震動の地盤面上の設計水平震度 
khp : 橋脚基部に主たる塑性化が生じる場合の基礎の設計水平震度 
khcF : 基礎・地盤系に主たる塑性化が生じる場合の基礎の設計水平震度 
khyF : 基礎が降伏に達するときの水平震度 
kR : 降伏震度比(khyF実測値 / khyF計算値)  
 
µFR : 応答塑性率 
µFL : 許容塑性率 
 
m : Weibull 分布関数における変位指数 
CV : 変動係数 
 
【4 章 抵抗要素の不確定性を考慮した部分係数の提案】 
 
W : 地震時保有水平耐力法に用いる等価重量 
Wu : 当該橋脚が支持する上部構造部分の重量 
Wp : 橋脚の重量 
 
P : 荷重 
PD : 死荷重による杭頭反力 
PE : 地震荷重による杭頭反力 
Pd : 設計荷重 
Pn : 荷重の公称値 
 
R : 抵抗力 
Rd : 設計抵抗力 
Rn : 抵抗の公称値 
Ruc : 設計上の極限支持力(特性値)  
Ry1c : Rucの 0.63 倍として計算される降伏支持力(特性値)  
Ry2c : 設計上の杭周面抵抗力(特性値)  
Rud : 設計極限支持力(設計値)  
Ryd : 設計降伏支持力(設計値)  
 x
 
yy : 弾性限界点に相当する杭頭における水平変位 
yc : P 作用時の杭頭における水平変位 
yd : 設計弾性限界水平変位(設計値)  
 
khp : 橋脚基部に主たる塑性化が生じる場合の基礎の設計水平震度 
khu : 橋脚の終局限界水平震度 
khyF : 基礎が降伏に達するときの水平震度 
cdF : khpを求めるための補正係数 
KQ : 換算水平震度比(khu計算値 / khu基準値)  
 
φ : 抵抗係数 
φRy : 弾性限界点に対する抵抗係数 
φRu : 最大強度点に対する抵抗係数 
φ’ : 基礎の耐力の不確実性を考慮するための抵抗係数 
ψ : 荷重係数 
ψ’ : 橋脚の耐力の不確実性に起因する荷重係数 
γ : 部分係数 
 
β : 信頼性指標 
βT : 目標信頼性指標 
 
mx : x の平均値 
sx : x の標準偏差 
CV x : x の変動係数 






 我が国においては、少なくとも道路法に基づく道路に架かる橋梁は、道路法 30 条 1)、さらには
























された水道橋である Pont du Gare は、帝国の衰退により十分な維持管理が行えない状況にあって
実に 900 年間は機能し続けていたと、現地を訪ねた際に伺った記憶がある。同じく Via Appia に

































































用による設計状況で、道路橋示方書ではレベル 2 地震時と称される) の設計にあっては、橋梁各
部位・部材のうち特定の部分に損傷を許容するが橋梁全体系としては修復性や安全性を担保する。
このため、工学的には、橋梁全体系としての変形性能や残留する不具合の照査が行われる。平成





ど古くない。平成 2 年度の道路橋示方書の改定 19)において、耐震設計編に初めて部分的に示され、


















































(1) 杭基礎の設計－レベル 1・・・杭の挙動に見る弾性限界の照査 











































































































































表-1.4.2 鉄道構造物の主な要求性能 28) 
要求性能 性能項目 照査指標の例 考慮する作用 








使用性 乗り心地 変位・変形 ・設計耐用期間中に比較的しばしば生
じる大きさの作用 外観*1 ひび割れ幅，応力度 
水密性*1 ひび割れ幅，応力度 
騒音・振動*1 騒音レベル，振動レベル




*2 疲労破壊の照査で考慮する作用は、変動の特性を考慮して別に定める(文献 28) 4 章参照) 























































(a) 深さ方向に一様に分布 (b) 一層で直線分布 (c) 三層に分離して直線分布










































 特に、1.5 において述べた課題を背景としつつ、本研究では以下の 2 点に着目する。 
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P0 ≤ Ru / n = (Rt + Rs) / n       (2.2.1)  
 
ここに、P0 = 杭頭での押込み力、Ru = 極限支持力で先端抵抗 Rtと周面抵抗 Rsの和(Rt + Rs) で求



















R   = R  / 2u
常　時




Ru = Rt + s
y = 0.63 u
し込み
v 鉛直
Ra = Ru / 3
レベル1地震時













(1) 弾性限界点に対する照査(弾性限界に対する照査と同義と考えて良い)  
(2) 最大強度点に対する照査(極限抵抗に対する照査と同義と考えて良い)  
の 2種類(式(2.2.2) および式(2.2.3) ) が想定されるが、その照査の意義については(2) の考察を踏
まえたものである。 
 
弾性限界点に対する照査           P0 ≤ Ry･φRy    (2.2.2)  








































Ru = Rt + Rs
Ry = 0.63Ru 
押し込み力P




便覧6)では、回転杭工法が参考資料に紹介されている。すなわち、現在では、平成 2 年当時の 3
工法に 4 工法が加えられ、合計 7 工法となっている。したがって、ここでは、7 工法を対象に整
理・考察する。 
整理方法は、土木研究所資料第 2919号 3)と同様である。すなわち、鉛直載荷試験結果を式(2.2.4) 
に示すWeibull分布関数で近似もしくは外挿し、試験結果毎に杭頭での極限荷重 P0u、杭頭降伏変
位レベル S0y / D、変位指数 mを求め、工法および支持形式毎に各々の値を整理する。ここで、鋼
管ソイルセメント杭の杭径 D には、ソイルセメント柱径を用い、回転杭は杭先端部径 Dpが杭一
般部径に比べて大きい(Dp = 1.5～2.0D) が、ここでの Dは杭一般部径で整理する。また、支持形
式の区分は、道路橋示方書に定義される支持杭であるか否かとする。なお、Weibull分布曲線上の
降伏点は、載荷荷重による仕事量と関連付けられる基準点であり、杭頭での降伏荷重を P0y とす










⎛ ⎞−⎜ ⎟⎜ ⎟⎝ ⎠= −  (2.2.4)  
ここに、 P0 ：任意の杭頭荷重 
 P0u ：杭頭での極限荷重 
 e ：自然対数の底 
 S0 ：任意の杭頭荷重によって生ずる杭頭変位 
 S0y ：杭頭での降伏荷重 P0y作用時の杭頭における鉛直変位 
 D ：杭径 























数 軸力分布あり 軸力分布不明 合計 
打撃 148 29 52 81 
バイブロハンマ 9 4 0 4 
場所打ち杭 102 37 22 59 
中掘り杭 165 71 16 87 
鋼管ソイルセメント杭 28 23 1 24 
回転杭 40 20 0 20 
プレボーリング杭* 18 0 18 18 
合計 510 184 109 293 
*：土木研究所資料第 2919号におけるケムン工法、RODEX工法およびニーディング工法のデータ 
 















タ数 Μ SD CV GM SD'(−) SD'(+) CV'(−) CV'(+)
支持杭 54 2.10% 1.22% 0.58 1.82% 0.76% 1.30% 0.42 0.72
打撃 
摩擦杭 27 1.29% 0.39% 0.30 1.23% 0.31% 0.42% 0.25 0.34
バイブロハン
マ 支持杭 
4 3.18% 1.26% 0.40 2.96% 0.94% 1.37% 0.32 0.46
支持杭 40 1.61% 1.24% 0.77 1.28% 0.63% 1.25% 0.49 0.98
場所打ち杭 
摩擦杭 19 1.95% 2.13% 1.09 1.32% 0.77% 1.88% 0.59 1.43
中掘り杭 支持杭 87 5.86% 3.30% 0.56 5.11% 2.09% 3.53% 0.41 0.69
支持杭 19 3.31% 1.46% 0.44 3.03% 1.04% 1.59% 0.34 0.53鋼管ソイルセ
メント杭 摩擦杭 5 1.43% 0.78% 0.55 1.26% 0.50% 0.84% 0.40 0.67
回転杭 支持杭 20 7.08% 5.75% 0.81 5.50% 2.80% 5.70% 0.51 1.04
プレボーリン
グ杭*** 支持杭 
18 5.29% 2.65% 0.50 4.73% 1.78% 2.86% 0.38 0.61
全種類 293 3.58% 3.35% 0.94 2.61% 1.43% 3.16% 0.55 1.21
*：GM = ( )xMe ln 。 ( )xM ln は、対数変換値 ln(S0y / D) の平均値を表す。 
**：SD’(±) = ( ) ( ) ( )xMxSDxM ee lnlnln −± 。 ( )xSD ln は、ln(S0y / D)の標準偏差を表す。CV’(±) = SD’(±) / GM。 
***：土木研究所資料第 2919号におけるケムン工法、RODEX工法およびニーディング工法のデータ。 
 












タ数 Μ SD CV GM SD’(−) SD’(+) CV’(−) CV’(+)
打撃 81 1.83% 1.09% 0.60 1.57% 0.67% 1.16% 0.42 0.74
バイブロハンマ 4 3.18% 1.26% 0.40 2.96% 0.94% 1.37% 0.32 0.46
場所打ち杭 59 1.72% 1.59% 0.92 1.26% 0.69% 1.51% 0.54 1.19
中掘り杭 87 5.86% 3.30% 0.56 5.11% 2.09% 3.53% 0.41 0.69
鋼管ソイルセメント杭 24 2.92% 1.55% 0.53 2.58% 1.01% 1.67% 0.39 0.65
回転杭 20 7.08% 5.75% 0.81 5.50% 2.80% 5.70% 0.51 1.04
プレボーリング杭* 18 5.29% 2.65% 0.50 4.73% 1.78% 2.86% 0.38 0.61
全種類 293 3.58% 3.35% 0.94 2.61% 1.43% 3.16% 0.55 1.21
*：GM = ( )xMe ln 。 ( )xM ln は、対数変換値 ln(S0y / D) の平均値を表す。 
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図-2.2.3 施工法別平均 P0 / P0u ‒ S0 / D 曲線（7 工法）  
  
図-2.2.3は、施工法・支持形式毎の S0y / Dの幾何平均 GMを用いて描いた P0 / P0u - S0 / D曲線で
ある。Weibull分布関数で近似もしくは外挿される極限荷重 P0uに対する P10(S0 / D = 10%時の杭頭
荷重) の比率 P10 / P0uに着目すると、大きい順に、打撃・場所打ち杭・鋼管ソイルセメント杭(摩
擦杭) : 99%～100%、バイブロハンマ・鋼管ソイルセメント杭(支持杭) : 92%～93%、プレボーリン
グ杭: 88%、中掘り杭: 83%、回転杭: 78%となる。周面摩擦力が最大値に達した後も先端分担荷重
は増加を継続すると思われるが、埋め込み杭工法によるプレボーリング杭・中掘り杭や新しい施
工法分類にある回転杭の P10 / P0uが小さいのは、周面摩擦力よりも先端分担荷重が支配的で先端
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図-2.2.5 杭頭降伏変位レベル S0y / D の判定方法の関係 
 
 
 図-2.2.6は、降伏荷重 P0yと杭頭変位レベル S0 / D = 10%時の周面摩擦力 Pf10との関係を示した
ものである。先端伝達率の小さい打撃および場所打ち杭では、P0y ≒ Pf10 となり、先端伝達率の
大きな工法では P0y > Pf10となる傾向にある。図-2.2.7は、S0 / D = 10%時の周面摩擦力 Pf10に対す
る降伏荷重 P0yの比 P0y / Pf10と杭頭降伏時の先端伝達率 γyとの関係を示したものである。γ yの増
加に伴い加速度的に P0y / Pf10の値が大きくなることが確認できる。また、図中に示した曲線は、
Weibull分布関数により推定される両者の関係である。実測値の分布範囲と推定曲線とはよく一致
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(4) 中掘り杭 (5) 鋼管ソイルセメント杭 (6) 回転杭 



















































 極限荷重 Pudの定義の違いが、常時およびレベル 1 地震時に想定される杭頭位置での鉛直変位
の違いに与える影響に着目してみる。 
 図-2.2.8は、土木研究所資料第 2919号 3) に示された 3工法の鉛直荷重-変位曲線図の横軸を P0/ 
Pud(= P0 / P10) に変更したものである。道路橋示方書において、許容支持力は、設計上の極限支持
力に安全係数を乗じた形で与えられ、支持杭では常時 1 / 3、レベル 1地震時 1 / 2である。これら
の安全係数の値は、過去16)に遡っても変更はない。そこで、各工法(支持杭) の常時(1 / 3 Pud)、レ
ベル 1地震時(1 / 2 Pud) の許容支持力に対する杭頭変位レベル S0 / Dの範囲を示す。 




一方、図-2.2.9は、最新の 7工法を対象に極限荷重 Pudの定義を Pud = P10とした場合の鉛直荷重
-変位関係である。また、図-2.2.10は、極限荷重 Pudの定義を Weibull分布関数で近似・外挿され
る極限荷重 P0u、すなわち Pud = P0uとした場合のものである。Pud = P10とした場合の杭頭変位レベ
ル S0y / Dは、常時において 0.4%～1.6%、レベル 1地震時においては 0.8%～2.7%となり、1991年
の想定に近い。一方、Pud = P0uとした場合の S0 / Dの値は、常時において 0.3%～1.9%、レベル 1
地震時においては 0.7%～3.4%となり、1991 年の想定よりもやや大きく、同時に工法による差も
大きくなる。 
 そこで、実務的観点から、極限荷重 Pudを Pud = P10と定義した上で安全率 3あるいは 2を適用
することにより、結果的に生じうる杭の鉛直変位レベル S0 / Dを小さな範囲に収めることが期待
できる。しかしながら、この最大抵抗力に対する照査によって、必ず杭頭反力が P0y ≒ 0.63 P0u
で定義される降伏荷重を超えず挙動の可逆性が担保されるわけではなく、両者の照査の意義はそ
れぞれに存在するものと考えられる。 












S0 / D が大きくなるほどリスクも大きくなるものと考えられ、上部構造に影響を与える鉛直変位
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 弾性係数 E および断面積 A が深度方向に一定である長さ L の杭の上端に、杭頭荷重 P0が作用
する時の杭頭変位 S0の理論式を求める。杭頭部を原点とした任意の深度 lにおける杭体の軸方向
変位、軸ひずみ、杭体が受ける単位長さあたりの周面抵抗力および軸方向力をそれぞれ、図-2.2.11






































 杭頭変位 S0は、杭体軸ひずみを積分して得られる杭体変形量∆L と杭先端変位 ( ) pSLS = との和
であるから、次式で表すことができる。 
( ) ( )∫ +=+∆= L p0 SdllLSLS 0 ε  (2.2.5)  
 任意の 2深度を挟む区間に作用する周面抵抗力は軸方向力の差であるから、単位長さ当たりの
周面抵抗力 ( )lf は、軸方向力の微分となり、式(2.2.6) で表される。 




lNlf ε−=−=  (2.2.6)  
式(2.2.6) の両辺を積分し、杭頭における境界条件を考慮すると、式(2.2.7) となる。 
( ) ( )∫ +−= l dllfEAl 0 01 εε  (2.2.7)  
式(2.2.7) を式(2.2.5) へ代入すると、式(2.2.8) を得る。 










S ε l dl S f l dl ε dl S
EA
f l dldl ε dl S
EA
⎛ ⎞= + = − + +⎜ ⎟⎝ ⎠
= − + +
∫ ∫ ∫
∫ ∫ ∫
 (2.2.8)  
 さらに、周面抵抗力 ( )lf の深度方向の分布形状を式(2.2.9) で表し、式(2.2.8) を展開する。 
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( ) ljjlf 21 +=  (2.2.9)  
ここに、式(2.2.9) は、周面抵抗力の深度方向分布が、j2 = 0で一定型、j2<0で単調減少型、j2>0
で単調増加型であることを表現している(図-2.2.12)。 
 
 ( )lf ( )lf ( )lf












































 (2.2.10)  



























 (2.2.11)  
ここで、 fPLf = (周面抵抗力の合計) であるから、杭頭荷重 P0に対する杭先端分担荷重 Ppの比
















γ  (2.2.12) 
これより、j2が大きい、すなわち、周面抵抗力の発揮深度が大きいほど、杭体変形量が増加する
ことに伴い、杭頭変位 S0も大きくなると言える。 
なお、周面抵抗力度が深度方向に一定( j2 = 0) の時は、式(2.2.13) となる。 
( ) p00 SPEA
LS ++= γ1
2  (2.2.13) 
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図-2.2.13に示すように、周面抵抗力 Pf = (1 − γ ) P0と先端分担荷重 Pp = γ P0の合力の作用深度(1 



























π ==  (2.2.14)  
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EA P πD k




また、式(2.2.15) より、鉛直荷重-変位関係における杭頭降伏時の割線勾配 P0y / S0yで定義される
杭軸方向バネ定数 Kvは、j2 = 0とすれば、式(2.2.16) となる。 
① 杭頭荷重 P0が等しい場合、軸剛性バネの逆数 EA
L
または先端伝達率γ が大きい( = 周面抵
抗力が小さい) ほど、杭体変形量ΔLは大きい。 
② さらに、杭体変形量ΔLは、周面抵抗力の発揮深度が深い杭ほど大きい。 
③ 杭頭荷重 P0が等しい場合、先端伝達率γ が大きいほど、杭先端径 Dpまたは先端地盤反力
係数 kpvが小さいほど、先端変位 Spは大きい。 
Pp = γP0(0 < γ < 1)
P0
Pf =γ(1 - γ) P0




















 (2.2.16)  
ここに、 yγ は、杭頭降伏時の先端伝達率である。 
式(2.2.16) は、設計時点で明らかな杭寸法や弾性係数に加え、杭頭降伏時の先端伝達率γ yおよび
杭先端地盤反力係数 kpvを与えれば、杭軸方向バネ定数 Kvが得られることを示している。また、
式(2.2.15) からは、任意の杭頭荷重 P0に対する杭体変形量∆L および杭先端変位 Spの和である杭
頭変位 S0が得られる。以降、式(2.2.15) および式(2.2.16) を杭頭変位および杭軸方向バネ定数の提
案式と呼ぶ。 
一方、道路橋示方書および杭基礎設計便覧には、式(2.2.17) に示す杭軸方向バネ定数 Kvの推定
式(以下、道示 Kvと呼ぶ) が示されている。道示 Kvは、杭体の軸変形に関する剛性を表す軸剛性




⎧ ⎫⎛ ⎞= = +⎨ ⎬⎜ ⎟⎝ ⎠⎩ ⎭ζ ζ ζ  (2.2.17)  
ここに、ζ 1, ζ2 : 施工法別係数であり、表-2.2.6に示す値である。 
表-2.2.6 道示 Kvに用いる施工法別係数の値 
施工法 ζ 1 ζ 2 
打撃 0.014 0.72 
バイブロハンマ 0.017 −0.014 
場所打ち杭 0.031 −0.15 
中掘り杭 0.010 0.36 
プレボーリング杭 0.010 0.36 
鋼管ソイルセメント杭 0.040 0.15 
回転杭(1.5倍径*)  0.013 0.54 




よび推定値を用いた場合の 2 通りを示す。γyの推定値は、表-2.2.7 に示すように、道路橋示方書








表-2.2.7 実測γy と計算γ10の相関式 
工法 実測γyと計算γ10の相関式 R2 
打撃 γy = 0.468 γ10 + 0.077 0.378 
バイブロハンマ γy = 0.176 γ10 + 0.331 0.030 
場所打ち杭 γy = 0.514 γ10 + 0.041 0.362 
中掘り杭 γy = 0.549 γ10 + 0.230 0.180 
鋼管ソイルセメント杭 γy = 0.877 γ10 − 0.035 0.885 






 杭頭降伏荷重 P0yに対する杭頭変位レベル S0y / D の実測値と推定値との関係を図-2.2.13(道示
Kv)、図-2.2.14(提案式、γy : 実測値) および図- 2.2.15(提案式、γy : 推定値) に示す。図中には、実
測値と推定値の説明係数 R2、推定比( = 実測値 / 推定値) の幾何平均 GMおよび変動係数 CVを
併せて示す。 
 道示 Kvから求めた推定値は、GMが 1.0を超えて Kvを若干過大に(変位を過小に)評価する傾向
にある。特に、場所打ち杭の場合は他と異なり、推定値は実測値とは無関係に狭い範囲に集中し
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(1) 打撃 (2) バイブロハンマ (3) 場所打ち杭 
 
(4) 中掘り杭 (5) 鋼管ソイルセメント杭 (6) 回転杭 
(7) 全種類 
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GM  = 0.96
 R 2 = 0.49
CV  = 0.38
 
 







0% 3% 6% 9% 12% 15%







GM  = 1.01
 R 2 = 0.82
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 R 2 = 0.76
CV  = 0.33
 
 
(4) 中掘り杭 (5) 鋼管ソイルセメント杭 (6) 回転杭 
(7) 全種類 
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GM  = 0.87
 R 2 = 0.64
CV  = 0.34
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GM  = 0.93
 R 2 = 0.68
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GM  = 0.90
 R 2 = 0.83
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GM  = 0.86
 R 2 = 0.56
CV  = 0.41
 
(4) 中掘り杭 (5) 鋼管ソイルセメント杭 (6) 回転杭 
 
(7) 全種類 
図- 2.2.15  S0y / D の実測値-推定値関係(提案式、γy: 推定値)  
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 図-2.2.16 は、図-2.2.13～図 2.2.15 に示した幾何平均 GM、変動係数 CV および説明係数 R2の
値を比較したものである。γyの推定値を用いた場合においても、総じて道示 Kvよりも良好な結果
が得られていることが分かる。 
 図-2.2.17および図-2.2.18は、杭頭変位レベル S0y / Dと同様に、杭頭降伏時の杭体変形量レベ
ル∆Ly / Dおよび杭先端変位レベル Spy / Dについて推定比の幾何平均 GM、変動係数 CVおよび実
測値と推定値との説明係数 R2を比較したものである。杭体変形量レベル∆Ly / Dの推定精度は、γ y




































































 (1) 推定比の幾何平均GM、変動係数 CV (2) 説明係数 R 2 










 (1) 推定比の幾何平均GM、変動係数 CV (2) 説明係数 R 2 
















































 (1) 推定比の幾何平均GM、変動係数 CV (2) 説明係数 R 2 





















































































































































具体の手順は次のとおりである。まず、杭頭降伏時における先端伝達率γy、軸剛性バネ EA / L、
杭先端径 Dp、先端地盤反力係数 kpvの各施工法の代表値を用い、提案式(2.2.16) から初期の Kvを
求める。次に、L / Dの各施工法の代表値に応じて杭頭部付近の周面抵抗力が喪失した後の先端伝
達率γyを求め、変形後の Kvを算定し初期の値と比較する。ここで、周面抵抗力が喪失する区間の
長さは、杭の水平抵抗に寄与する地盤の主たる長さが 1 / β (β : 杭の特性値) であることを考慮し
て、杭頭部から 5Dおよび 10Dの 2通りの値を用いる。また、各々の値の分布の傾向から、初期




































































































































































① ある載荷試験データに対して、(2) にて定義した杭頭における極限支持力 Ru、降伏支持力
Ryの実測値を求める。ここでは、Ryは、杭頭で極限支持力 Ruが発揮されたときの先端抵






③ Ru / Ruc、Ry / Ry1、Ry / Ry2cの比を求める。これらを支持力比と p 呼ぶ。 














































































































































(3) 根入れ比 L / D の範囲 
図-2.2.22 分析に用いた杭諸元（打込み鋼管杭 11 件・中掘り鋼管杭 9件・場所打ち杭 16 件） 
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規定されているものではない。したがって、極限支持力 Ru に関する支持力比 p の平均値が 1近
くなることは、規定の妥当性を示す結果となる。また、支持力比 p の頻度分布は対数正規分布に
モデル化できるものとして、それぞれの統計量に応じた対数正規分布も図中に示した。 





表-2.2.8 杭頭での極限支持力に関する支持力比 p ( = 実測値 Ru / 計算値 Ruc ) の統計量 
 平均値 Mp 変動係数 CVp 
打込み鋼管杭 0.928 0.327 
中掘り鋼管杭 1.225 0.323 極限支持力 Ru 
場所打ち杭 1.034 0.315 
 
 
表-2.2.9 杭頭での降伏支持力に関する支持力比 p ( = 実測値 Ry / 計算値 Ry1c or 実測値 Ry / 計算値 Ry2c ) の統計量 
 平均値 Mp 変動係数 CVp 
打込み鋼管杭 1.041 0.453 
中掘り鋼管杭 0.739 0.451 Y1 
降伏支持力の計算値 Ry1c 
 = 0.63 × 極限支持力 Ruc 
場所打ち杭 0.925 0.434 
打込み鋼管杭 1.716 0.540 
中掘り鋼管杭 1.101 0.526 Y2 
降伏支持力の計算値 Ry2c 
 = 周面抵抗力 Rsc 
場所打ち杭 1.003 0.521 
 
 
表-2.2.10 杭頭での支持力比 p ( = 実測値 / 計算値) の確率モデル 
 平均値 Mp 変動係数 CVp 
極限支持力 1.00 0.35 
Y1 1.00 0.45 
降伏支持力 
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(a) 打込み鋼管杭(nd =11)          (b) 中掘り鋼管杭(nd =9)            (c) 場所打ち杭(nd =16) 
 













(a) 打込み鋼管杭(nd =11)          (b) 中掘り鋼管杭(nd =9)            (c) 場所打ち杭(nd =16) 
 












(a) 打込み鋼管杭(nd =11)          (b) 中掘り鋼管杭(nd =9)            (c) 場所打ち杭(nd =16) 
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仮に杭体の降伏が先行する場合は、図-2.2.26 に示すように荷重-変位曲線上に 2 つの変位急増点
(点 Aと点 X) が現れることになる。X点については上記照査項目 1) により、A点については上
記照査項目 2) により、照査されることになる。 
 
 従来より、杭の許容水平変位は経験的な値として取り扱われ、常時 10 mm・レベル 1地震時 15 
mmであった 2)。しかし、平成 2年の道路橋示方書の改訂時に、水平方向の弾性限界点として「実
設計上無視しうる程度の残留変位しか生じない変位の限界」が定義され、これと関連して杭径の





-2.2.26 の A 点) または杭材料に起因するものか(図-2.2.26 の X 点) について吟味されていない。
確かに、実際には、杭体材料が弾性限界点に達することにより断面諸元が決定されることも多い。
 49
すなわち、杭が杭径の 1%あるいは 15 mmの変位という状態に達する時、杭体も降伏に達してい
るかそれに近い状態になっている場合もあると考えられる。そこで、図-2.2.26 の A 点と X 点を






























































































































































































の載荷ステップ [1]-[1] ～ [5]-[5] における最大荷重時の変位( yp ) と荷重 P = 0に戻した時の残
留変位( yr ) をそれぞれ抽出し、最大荷重時の変位 ypを横軸に、荷重 P = 0に戻した時の残留変位





次に、図-2.2.27(c) に示すように、Weibull 分布曲線式を用いて弾性限界変位 yy0を求める。そし
て、yy1と yy0の比、λpy = yy1 / yy0 を求める．以下、λpyを弾性限界変位レベル比と呼ぶ。  
 





(a) 弾性限界変位レベルの比較              (b) 弾性限界荷重の比較 





示すとおりである。図-2.2.27 のような繰返し載荷試験結果である 12 データを用いて分析した結
果は図-2.2.28(a) に示すように、弾性限界変位レベルを比較した結果である弾性限界変位レベル
比λpy ( = ( yy1 / D ) / (yy0 / D ) = yy1 / yy0 ) の統計量は、平均値 M = 1.01、変動係数 CV = 0.45である。 
 また、弾性限界荷重についても、ここで行った弾性限界変位レベルの比較と同様の分析を行う。
Weibull 分布曲線式より算出した弾性限界荷重 PHy0と残留変位急増点に対応する荷重 PHy1の比で
ある弾性限界荷重比λP ( = PHy0 / PHy1 ) の統計量は、図-2.2.28(b) に示すように、平均値 M = 0.91、













































ydEI               (2.2.18)  
21 υυ yDkxpDPG ==              (2.2.19)  
ここに、EI = 杭の曲げ剛性、y = 杭の水平変位、x = 地表面からの深さ、PG = 深さ xにおける単
位深さあたりの地盤反力、p = 深さ xにおける単位面積あたりの地盤反力、D = 杭幅、k = 地盤物
性によってきまる比例定数、ν1， ν2 = 定数である。荷重-変位関係の非線形性を追及するために
は、式(2.2.18) の微分方程式を数値的に解く必要がある。また、久保は、実験結果に基づき、杭
と地盤の非線形性を考慮した単杭の断面力算出方法を提案している 26) 27)。一方、道路橋示方書で







すなわち、弾性限界点を y1、そのときの荷重を PG1とすると、 
G1 1P Ky=   (2.2.20)  
となり、式(2.2.20) で割線剛性 K を求めることができる。ちなみに、地中に埋め込まれた杭で杭
頭が自由の条件では、林-Changの式により割線剛性は次式で表される 32)。 
32 βEIK =  (2.2.21)  














































⎛= H0HH Bkk               (2.2.25)  
0H0 Ek α3.0










ykk HH               (2.2.27)  
ここに、kH = 水平方向地盤反力係数(kN / m3)、BH = 換算載荷幅 (m) (杭基礎の場合: BH = √(D / 
β)) 、α = 表-2.2.11に示す地盤反力係数の推定に用いる係数、E0 = 表-2.2.11に示す方法で推定し
た地盤の変形係数(kN / m2) である。また、kH’ = 着目する変位量に対する水平方向地盤反力係数 
(kN/m3)、y’ = 着目する変位量 (m)、y = 許容変位量に相当する変位量で杭径の 1% (m) である。  
 
表-2.2.11 変形係数 E0と係数α 
α 変形係数 E0の推定方法 
常時 地震時
直径 0.3 mの剛体円板による平板載荷試験の繰返し曲線から求めた変形
係数 (Ep) の 1/2  
1 2 
孔内水平載荷試験で測定した変形係数 (Ec)  4 8 
供試体の一軸圧縮試験又は三軸圧縮試験から求めた変形係数 (Eb)  4 8 
標準貫入試験の N値より E0 = 2800Nで推定した変形係数  1 2 
 








kH は載荷幅に依存することは古くから知られており、数多くの検討がなされてきた 27) 29) 34～37)。










究所内の実験土層(深さ 4 m, 長さ 8 m, 幅 5 m) に作製された実験地盤であり、粘性土地盤は土木
研究所内(当時、千葉支所内) の原地盤(関東ローム) である。 
実験で得られた荷重-変位曲線の一例を図-2.2.30 に示す。全ての実験結果について、この荷重-
変位曲線から kHが算出されるが、文献 34)では、kHは、荷重が降伏荷重 Pyよりも小さい領域にお
いて、荷重-変位関係が直線であるとみなせるときの勾配として整理している。次に、基準となる
載荷幅(L = 0.3 m) のときの kHを基準とし、載荷幅が 0.3 m以外の時の kHが、どの程度異なるかを
評価する。載荷幅(L = 0.3 m) のときの kHを kH30、載荷幅が 0.3 m以外の時の kHを kH’とし、その比
率(kH’ / kH30) を縦軸に、載荷幅 Lを横軸にとったときの関係を図-2.2.31に示す。同図に示される
















(ａ) 断面図 (ｂ) 側面図 

















図-2.2.30 土木研究所資料 299 号における平板載荷実験結果例と kHの評価方法 
















図-2.2.31 載荷幅 D = 0.3m のときの kH30 と載荷幅が 0.3 m 以外の時の kH’ の比(kH’ / kH30) と載荷幅 L の関係 
 
 ひずみ依存性の検討については、例えば、今井の検討がある 30) 31)。今井は、数多くの杭の水平
載荷試験について、杭頭水平変位 y = 1 cmのときの kHを kH0とし、任意の変位量 yが生じたとき
の kHとの比率(kH / kH0) と変位量 yの関係を調べている。その結果、図-2.2.32に示すように、−1 / 
2乗に比例することが確認されている。 













図-2.2.32 杭頭部の水平変位 y と(kH / kH0) の関係 
 


































 まず、孔内水平載荷試験から求めた変形係数 Ecと平板載荷試験から求めた変形係数 Epとの関
係について整理すると、図-2.2.34に示されるとおり、平板載荷試験で基準となる D = 0.3 mの時
の結果を見ると、ほぼ Ep / Ec = 4程度であることが確認されている。縦軸は Ep / Ec、横軸は載荷
幅 Dをとったものである。 


























































から求めた変形係数 Ecと平板載荷試験から求めた変形係数 Epは 1:4 の関係にあるので、N 値と
Epの関係は，Ep = 2800Nとなる。ただし、図-2.2.36に示すように、当時は粘性土地盤については

































(b) 砂質土 (c) 粘性土  
図-2.2.36 N 値と孔内水平載荷試験から求めた変形係数 Ecの関係 
 
表-2.2.12 土木研究所資料 299 に示される Ec=700N 関係における統計量 
 砂質土 粘性土 全データ (土質区分なし)
データ数 21 3 55 
平均値 1.139 0.600 1.087 














いる地盤面より 1 / β の範囲の平均値とされることが多い。このため、載荷試験データにおける 1 / 
β がどの程度の範囲にあるかを検討する。ここでβ は、載荷試験の荷重-変位曲線から割線剛性 Ki%
を求め(図-2.2.37参照)、これを式(2.2.28) に示す林-Changの式の関係から逆算して求めた。なお、
着目する変位量は、４章の照査基準値も念頭におき、杭径の 1%・2%・3.5%の３通りを考慮した。





% ++= pi h
EIK β
β
        (2.2.28)  
ここに、EI は杭の曲げ剛性(kN･m2)、hp は設計上の地盤面から上の杭長(m) である。結果を図
-2.2.38に示す。杭の水平挙動を検討対象とする水平載荷試験結果の 1 / β はおよそ杭頭から 2～5 



























































































(a) 1/β と平均 N値の関係 (b) 1/β の杭径に対する比と平均 N値の関係 
図-2.2.38 載荷試験データの 1/β の逆算値 
 
 











図-2.2.39に杭頭から 4 D・6Dの範囲の平均 N値を求めた結果を示す。同図に示す土質区分は、
それぞれの範囲の中に占める土質のうち最も層厚の大きいものに着目して行った。平均 N値を求
める範囲を変えても、それほど N値が変わらない軟弱な地盤条件もあるが、砂質地盤にあっては
範囲を変えることにより N値が 5以上変わる地盤条件も含まれている。 














図-2.2.39 載荷試験データの平均 N値 
 












表-2.2.13 現行道示式による kHの推定誤差(kH比) の統計量杭頭から 4Dの範囲の平均 N値 
土質区分なし
Ｎ値5以上 Ｎ値5未満 ALL Ｎ値5以上 Ｎ値5未満 ALL Ｎ値5以上 Ｎ値5未満 ALL
データ数 16 6 22 0 14 14 16 20 36
平均値 0.896 0.352 1.293 - 4.337 4.337 0.896 3.742 2.477
標準偏差 0.474 0.377 0.797 - 4.068 4.068 0.474 3.498 2.965
変動係数 0.529 0.160 0.616 - 0.938 0.938 0.529 0.935 1.197
最小値 0.392 1.871 0.392 - 0.565 0.565 0.392 0.565 0.392
最大値 2.109 2.797 2.797 - 13.333 13.333 2.109 13.333 13.333
データ数 16 6 22 - 14 14 16 20 36
平均値 0.914 2.126 1.244 - 3.969 3.969 0.914 3.416 2.304
標準偏差 0.485 0.376 0.712 - 3.429 3.429 0.485 2.972 2.547
変動係数 0.530 0.177 0.572 - 0.864 0.864 0.530 0.870 1.105
最小値 0.395 1.691 0.395 - 0.623 0.623 0.395 0.623 0.395
最大値 1.886 2.559 2.559 - 12.253 12.253 1.886 12.253 12.253
データ数 13 5 18 - 13 13 13 18 31
平均値 0.971 1.814 1.205 - 2.993 2.993 0.971 2.666 1.955
標準偏差 0.584 0.421 0.658 - 2.061 2.061 0.584 1.827 1.658
変動係数 0.602 0.232 0.546 - 0.689 0.689 0.602 0.685 0.848
最小値 0.418 1.452 0.418 - 0.675 0.675 0.418 0.675 0.418













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(a) 着目ひずみ量＝1%          (b) 着目ひずみ量＝2%    (c) 着目ひずみ量＝3.5% 




表-2.2.14 現行道示式による kHの推定誤差(kH比) の統計量杭頭から 6Dの範囲の平均 N値 
N値5以上 N値5未満 ALL N値5以上 N値5未満 ALL N値5以上 N値5未満 ALL
データ数 15 6 21 2 13 15 17 19 36
平均値 0.861 2.129 1.224 0.955 4.073 3.657 0.872 3.459 2.237
標準偏差 0.455 0.637 0.768 0.029 3.475 3.399 0.427 3.004 2.538
変動係数 0.528 0.299 0.628 0.030 0.853 0.930 0.489 0.869 1.134
最小値 0.477 1.685 0.477 0.935 0.607 0.607 0.477 0.607 0.477
最大値 2.249 3.370 3.370 0.975 13.062 13.062 2.249 13.062 13.062
データ数 15 6 21 2 13 15 17 19 36
平均値 0.844 2.116 1.207 0.951 3.706 3.339 0.856 3.204 2.095
標準偏差 0.398 0.678 0.757 0.073 2.894 2.850 0.375 2.508 2.171
変動係数 0.472 0.320 0.627 0.077 0.781 0.853 0.438 0.783 1.036
最小値 0.448 1.500 0.448 0.900 0.670 0.670 0.448 0.670 0.448
最大値 2.058 3.416 3.416 1.003 10.486 10.486 2.058 10.486 10.486
データ数 11 6 17 2 12 14 13 18 31
平均値 0.819 2.032 1.247 0.957 3.329 2.990 0.840 2.896 2.034
標準偏差 0.403 0.721 0.788 0.167 2.579 2.525 0.374 2.203 1.967
変動係数 0.492 0.355 0.632 0.175 0.775 0.844 0.445 0.761 0.967
最小値 0.418 1.366 0.418 0.838 0.725 0.725 0.418 0.725 0.418













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(a) 着目ひずみ量＝1%      (b) 着目ひずみ量＝2%          (c) 着目ひずみ量＝3.5% 
































岩は既往の結果とほぼ同じ−0.75 ( = −3 / 4乗) であり、スコリアは−3 / 4乗よりもさらに小さくな
った。地盤種別を考慮せず、全ての地盤種について検討した結果は、再載荷勾配を用いた場合に
−3.4 / 4乗、除荷勾配を用いた場合に−3.5 / 4乗となった。地盤種別ごとに指数を変化させること
も考えられるが、粘性土の場合をさらに低く評価する結果にいたることから、以下では全地盤に































図-2.2.42 載荷幅依存性を再検討する際の kHの評価概念図 
 
表-2.2.15 指数則の検討結果一覧 
 砂質土 粘性土 スコリア 軟岩 全地盤 
除荷勾配 − 0.89 − 1.00 − 0.65 − 0.86 

































–0.83乗 (Sa) –0.47乗 (Sc)
スコリア (Sc)
 




























































図-2.2.44 孔内水平載荷試験から求められる変形係数と N値との関係 
  
表-2.2.16 孔内水平載荷試験から求めた変形係数と N値との関係の統計量 
 砂質土 粘性土 
データ数 71 23 
平均値 1.03 1.13 
変動係数 0.56 0.64 
 
 
 最後に、ひずみ依存性の指数則 w についても、基準変位量は杭径の 1%として、最新のデータ
により確認した。結果を表-2.2.17、図-2.2.45に示す。地盤種別、着目変位量に関わらず、既往の





表-2.2.17 ひずみ依存性の指数則 w の計算結果 
基準変位量 杭径の 1% 主たる 
土質の種類 着目ひずみ量 2% 3.5% 
データ数 nd 18 18 
平 均 値 M w − 0.529 − 0.552 砂質土 
変動係数 CV w 0.265 0.258 
データ数 nd 15 15 
平 均 値 M w − 0.465 − 0.524 粘性土 
変動係数 CV w 0.546 0.394 
データ数 nd 33 33 
平 均 値 M w − 0.500 − 0.539 
土質区分 
なし 
変動係数 CV w 0.399 0.319 
 
 

























































ひずみ y / D (%)






















 (2.2.29)  
00H Ek '3.0
1 α=                       (2.2.30)  
 
ここに、a = 換算載荷幅の取り方に関する補正係数、α’ = 地盤反力係数の推定に用いる新たな
係数で、式(2.2.26) でいうαに当たるものである。式(2.2.29) の成り立ちは次のようである。まず、
地盤調査結果から得られた変形係数 E0をα’を用いて幅 0.3 mの平板載荷試験で得られる変形係数
相当の値に変換する。この値を用いて式(2.2.30) で得られる kH0が、基準変位(杭径の 1%)、載荷
幅 0.3 mの条件における水平方向地盤反力係数である。さらに、この kH0に対して載荷幅の補正(− 3 
/ 4乗則)、着目変位量の補正(− 1 / 2乗則) を行った式(2.2.29) により、設計用値が求められる。 
変形係数を推定する試験方法間に見られる相関関係については、表-2.2.18 から Epを再載荷勾
配から求めた場合と除荷勾配から求めた場合で Ep / Ecの値に大きな違いはなく、地盤種別によっ
てもその比率は大きく変わず、Ep / Ec = 6程度であることがわかる。 
 
表-2.2.18 平板載荷試験における変形係数評価方法の見直しに伴う Ep / Ecの値 
 (a) 再載荷勾配 (b) 除荷勾配 
砂質土 5.5 6.6 
粘性土 6.6 6.4 
 
Ep / Ec = 6とすると、孔内水平載荷試験から求めた変形係数 Ecと N値との関係の再評価の結果




α' 変形係数 E0 
常時 
直径 0.3 mの剛体円板による平板載荷試験の繰返し曲線から求めた変形
係数(Ep) の 1 / 2  
1 
孔内水平載荷試験で測定した変形係数(Ec)  6 
供試体の一軸圧縮試験又は三軸圧縮試験から求めた変形係数(Eb)  6 
標準貫入試験の N値より E0 = 3900N(砂質土) で推定した変形係数  1 
 
次に、換算載荷幅の取り方に関する補正係数 aについて検討する。換算載荷幅 BHの取り方につ
いては、次の(A)～(C) の 3ケースを設定し、補正係数 aおよび推定精度を確認する。 
 
 (A) BH=√(D / β ) (現行道示の杭基礎)  
 68
 (B) BH = D (S55年道示の杭基礎)  













換算載荷幅 (A) (B) (C) (A) (B)  (C)  
データ数 13 13 13 11 11 11 





























換算載荷幅の取り方を変えれば、載荷幅依存性によって補正係数 a は変化するが、(A) 式より
も(B) 又は(C) 式を用いた方が変動係数が若干小さくなることがわかる。ケーソン基礎との整合
を取る観点から、換算載荷幅として(C) 式を用いた場合の推定精度について確認する。なお、(C) 


















着目ひずみ量 1% 2% 3.5% 1% 2% 3.5% 
データ数 16 16 13 15 15 11 
平 均 値 1.049 1.067 1.118 1.039 1.017 0.989 
標準偏差 0.512 0.513 0.609 0.547 0.480 0.489 
???
 













3) 杭径の 5%以上の変位まで載荷されている杭。 








いる。条件 3)、4) については、Weibull 分布曲線式による近似精度をある程度大きな変位レベル
まで確保し、Weibull分布曲線の降伏点近傍においてもある程度の近似精度を確保するための条件



























 (a) 荷重変位曲線，    (b) Weibull分布曲線式にて算出した極限支持力Pudで  (c) Weibull分布曲線をあてはめた 




施工方法 データ数 yy0 / Dの平均値 yy0 / Dの変動係数 CV 
打込み杭 21 0.060 0.39 
回転杭 7 0.064 0.22 
非複合杭 
中堀り杭 2 0.052 0.23 
鋼管ソイルセメント杭 6 0.036 0.28 複合杭 











(a) 杭径D (mm) (b) 杭長L (m) (c) 杭長杭径比L / D  (d) 複合杭と非複合杭の割合 




まず、Weibull 分布曲線式により算出された弾性限界変位 yy0と杭径 D の関係を図-2.2.48(a) に
示す。ほとんどのデータにおいて、弾性限界変位 yy0が 20 mm以上になっており、杭径 Dが増加
するにつれて yy0の値も増加するという傾向を有する。次に、弾性限界変位 yy0を杭径 Dで無次元
























































































































































































































/ Dは、杭径 Dによらずほぼ一定の値を取るようである。よって、弾性限界変位レベル yy0 / Dは、
弾性限界点を定義するのに適切な指標であると考えられる。 
次に、弾性限界変位レベル yy0 / Dを用いて分析を進める。ここに、変位レベルという用語を、
変位を杭径で無次元化していることを意図して用いることにする。 
弾性限界変位レベル yy0 / Dの頻度分布を図-2.2.49に示す。弾性限界変位レベル yy0 / Dの統計量
は、平均値 M = 0.057、変動係数 CV = 0.39であった。なお、この弾性限界変位 yy0の平均値と変
位指数 m = 1を用いたWeibull分布曲線を、図-2.2.46(c) に meanとして示した。meanの曲線は、








































(a) 弾性限界変位 yy0と杭径 D の関係     (b) 弾性限界変位レベル yy0 / D と杭径 D の関係 
図-2.2.48 Weibull 分布曲線式より算出した弾性限界変位 yy0および弾性限界変位レベル yy0 / D と 
杭径D の関係（N.C.：非複合杭，C.：複合杭） 



























































(a)非複合杭            (b) 複合杭             (c) 全杭       (d) 確率分布 
図-2.2.49 杭形式別弾性限界変位レベル yy0 / D の頻度分布と確率分布 
（N.C.：非複合杭，C.：複合杭） 
 






最後に、弾性限界変位レベル yy0 / Dと地盤条件(地盤種別・標準貫入試験N値) の関係を図-2.2.50
に示す。ここで、標準貫入試験 N値は、杭の水平抵抗に寄与する地盤の主たる長さ 1 / β (β : 杭の
特性値)の範囲の平均 N値とする。これは、杭の載荷試験結果が、杭頭から 1 / βの範囲の地盤条件
に大きく依存するためである。地盤種別は、杭頭から 1 /  β の範囲までの深度における砂質土層
と粘性土層それぞれの層厚を合計し、実務上そのいずれか大きい方を以て分類している。砂質土
中の非複合杭に着目すると標準貫入試験 N値が増加すると弾性限界変位レベル yy0 / Dが低下する
傾向がわずかながら見られる。また、粘性土については、一般に軟弱粘性土と呼ばれる標準貫入










































(a) 砂                           (b) 粘土                         (c) 全て 




















































































載荷試験段階 載荷パターン 荷重状態 
①鉛直載荷(0-1 ステップ) 常時許容鉛直支持力 
第 0 ステップ ②正負交番水平載荷 
(0-2 ステップ) 
杭頭変位 10 mm以内かつ 
地盤が降伏しない荷重 




(1 yy: 荷重変位曲線の折れ点にあたる変位)  
第 1 ステップ 
⑤鉛直載荷(1-3 ステップ) 杭頭沈下 0.1Ｄ ＝ 40 mm以上 
1 ヶ月程度待機(地盤の回復を調査) 
⑥鉛直載荷(2-1 ステップ) 杭頭沈下 0.1Ｄ ＝ 40 mm以上 




⑧鉛直載荷(3-1 ステップ) 杭頭沈下 0.1Ｄ ＝ 40 mm以上 






























































































(ａ) 第 0～1 ステップ 
加力点における水平方向の荷重-変位関係を試験体ごとに図-2.3.6に示す。同図より、各試験体




























     











(ｃ) 第 2 ステップ～3 ステップ 




とって、全ての載荷試験を終了した後に、杭頭部を 1 m程度(地下水位レベル) まで掘り出した状
況を示すものである。載荷方向は東西方向であり、写真-2.3.1 に見られるようにいずれのケース





















































































































































































                 (c) 1-3 ステップ                            (d) 2 ステップ 
 



















                (e) 3 ステップ 
図-2.3.7 杭頭における鉛直方向の荷重-変位関係 
 82



































図-2.3.8 逆算 kH-変位関係 
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水平荷重-水平変位曲線         7dy サイクルのときの基礎の状態 






















































・ 非線形動的解析を行うためには、地盤抵抗、例えば p-y 曲線の非線形履歴特性が必要で
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図-3.1.2 基礎が副次的な塑性化にとどめられている状態であることを照査する場合 (khp = 橋脚の終局耐力に対応する水平

















系としての設計水平震度を khcとし、桁および橋脚に与える水平震度 kh1が khcに、フーチングに
与える水平震度 kh2が khgに同時に達するように比例載荷する(図-3.1.3)。ただし、載荷の途中に
おいて桁および橋脚の水平震度 kh1が khpに達したとき以後は、kh1 = khpとして kh1を保持し、kh2
が khgに達するまで載荷を続ける。kh2が khgに達したとき、荷重漸増解析は終了する。ある載荷
ステップ iにおいてフーチング下面に作用する水平力 PHは、 
PH = W kh1 (i) + Wf kh2 (i)   (3.1.1)  



















































































































































































杭径 (埋込 大荷重 土層
D 長) l /D P max 区分
(m) l (m) (kN) y max y max/D
(mm) (%)
5501 鋼管杭 打込み 0.600 45.000 75.000 441.0 41.6 6.94 砂質土
5514 鋼管杭 打込み 0.610 23.500 38.550 588.0 106.3 17.43 砂質土
5531 鋼管杭 打込み 0.813 36.500 44.906 490.0 113.4 13.95 粘性土
5533 鋼管杭 打込み 0.800 45.000 56.250 980.0 79.9 9.99 互層
5553 鋼管杭 打込み 0.914 26.000 28.434 784.0 56.5 6.18 粘性土
6506 鋼管杭 打込み 0.813 30.000 36.900 490.0 70.0 8.61 粘性土
6510 鋼管杭 打込み 0.600 18.000 30.000 382.2 135.0 22.50 粘性土
5525 鋼管杭 打込み 0.800 51.000 63.750 294.0 53.5 6.69 互層
9001 鋼管杭 模型杭 0.114 3.900 34.121 22.5 62.1 54.33 砂質土
9003 鋼管杭 模型杭 0.102 4.400 43.307 69.6 138.8 136.61 砂質土
9009 鋼管杭 打込み 0.319 14.400 45.212 332.4 332.1 104.27 砂質土
9010 鋼管杭 模型杭 0.102 2.000 19.685 26.5 119.1 117.22 砂質土
6531 場所打ち杭 1.000 24.000 24.000 637.0 118.8 11.88 砂質土
6534 場所打ち杭 1.200 28.900 24.083 1225.0 188.2 15.68 砂質土
互層No2 鋼管杭 打込み 0.600 43.400 72.333 980.0 79.9 13.32 互層









杭径 (埋込 大荷重 （載荷方
D 長) l /D P max 向本数×
(m) l (m) (kN) y max y max/D 直角方
(mm) (%) 向本数）
6544 鋼管杭 打込み 0.319 14.70 46.15 261.3 239.8 75.29 3×3 砂質土
9002 鋼管杭 模型杭 0.114 3.90 34.12 24.5 36.2 31.67 2×2 砂質土
9005 鋼管杭 模型杭 0.102 4.40 43.31 52.0 169.1 166.44 2×1 砂質土
9007 鋼管杭 模型杭 0.102 4.40 43.31 44.1 170.1 167.42 3×1 砂質土
9008 鋼管杭 模型杭 0.102 4.40 43.31 37.3 186.1 183.17 3×3 砂質土
9018 鋼管杭 模型杭 0.102 2.00 19.69 16.7 99.9 98.33 2×2 砂質土
6532 場所打ち杭 1.000 22.00 22.00 1048.6 131.0 13.10 2×1 砂質土



















図-3.2.1 ボーリング柱状図 (単杭その1 単位： mm)  
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図-3.2.3 ボーリング柱状図 (単杭その3 単位： mm)  
 
 

























kH  = αk × (kHの基準値)   (3.2.1)  
 





































D P max y max y max/D
(mm) (kN) (mm) (%)
砂質土 5514 鋼管杭 打込み 609.6 588.0 106.3 17.43
粘性土 5531 鋼管杭 打込み 812.8 490.0 113.4 13.95


















=  (3.2.3)  
また、林-Changの式34) 35)では割線剛性K1%は次式で表される。 
 
K1%  = 2EIβ 3  (3.2.4) 
 
ここに、1 / βは次式で得られる。 
 







































(F- ) (F )-
= ⎛ ⎞+⎜ ⎟⎝ ⎠
θ τθ θ τ
  (3.2.9) 
 



































･ 砂地盤: 湿潤単位重量G = 18 kN/m3、有効単位重量G’ = 9 kN/m3 
･ れき地盤: 湿潤単位重量G = 19 kN/m3、有効単位重量G’ = 10 kN/m3 












図-3.2.6 鋼管杭M-Φ 関係 
 
図-3.2.7 場所打ち杭M-Φ 関係 
 
場所打ち杭のコンクリートの圧縮強度については、過去の実績より、呼び強度f *ckと標準供試
体強度の平均値fmとの関係について、近似的にfm = 1.23 f *ckと仮定することができる40)。また、
水中コンクリートの採取コア強度の平均値f *mはfmに対して91%程度となる40)。したがって、水
中コンクリートの強度の低下を考慮し、水中コンクリートの強度の平均値はf *m = 1.1 f *ck( = 
1.23 f *ck × 0.91) とする。なお、場所打ち杭に用いるコンクリートは設計基準強度24 N/mm2に対








設計基準強度 単位 21 24 27 30 40 












































大きくなる傾向にある。図-3.2.9の左列のy / D = 1%のときの結果において、粘性土地盤では、
αpの違いによる計算荷重の違いが表れないが、これは本試算に用いた粘性土地盤中の杭の場合、
y / D = 1%程度の小変形レベルにおいては水平地盤反力度が上限値に達する領域はほとんど生
じないためである。一方、図-3.2.9の右列の水平地盤反力係数の補正係数αkの違いによる計算荷
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重の違いは、y / D = 1%程度の小変形レベルでは違いが顕著に現れるが、y / D = 3.5 %の中変形レ
ベル以上になるとαk の違いに対する計算荷重の違いは表れない。以上の傾向は、基準となるαk、
αpの値を変えても同様であった。 
したがって、y / D = 1%を超える変位レベルの杭の挙動を精度良く把握するためには、αpの設
定が鍵となることがわかる。 
   
(a) 砂質土ID = 5514 
    
(b) 粘性土ID = 5531 
    
(c) 互層ID = 5533 
図-3.2.8 荷重-変位曲線(左: αpの感度分析、右: αkの感度分析) 
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pHU = 3KP(R) Gz  (3.2.14) 
 
ここに、KP(R) はランキンの受働土圧係数式(3.2.15) 、Gは土の単位重量、zは深さを示す。 
せん断抵抗角F = 20°～40°の砂地盤を仮定すると、ランキン受働土圧係数KP(R) とクーロン
受働土圧係数KP(C) は以下のようになる。 
 













F Fθ τθ θ τ
= =⎛ ⎞− +−⎜ ⎟⎝ ⎠
～  (3.2.16) 
 
ここに、θ は杭体と土との壁摩擦角で、θ  = F / 3、τ は地表面と水平面とのなす角度で、τ = 0
と仮定した。式(3.2.15) と式(3.2.16) の比を取り、それを3倍することにより、Bromsの極限地盤
反力度はクーロン受働土圧強度の2.5～1.7倍程度となっていることがわかる。 
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φ   (3.2.20) 
 
I領域とII領域の境界深さzr は、F = 25°～45°に対してzr / D≒2～4とされている。 
I領域において、pHUをGzの関数と考え、pHUをランキン受働土圧係数KP(R) で除してみると、2.0
～3.3となる。つまりBromsが仮定するランキン受働土圧の3倍という値と同等もしくは小さな値




II領域における係数Fφとランキン受働土圧係数KP(R) の比Fφ / KP(R) をφ  = 20°～40°でみると
2.2～6.3となる。つまりBromsの方法のランキン土圧の3倍よりもやや大きな値となっている。 
 





KP(C) の定数倍として表わそうとすると、概ねBromsの方法で2・KP(C) 、岸田らの方法で(2～4) ・





粘性土地盤の極限反力度については、Bromsや岸田・中井ら32) 33) 42)およびAPI (American 
Petroleum Institute) 31)で採用されている軟らかい粘土におけるMatlock42)らの提案式がある。いず
れの方法も非排水せん断強度cuに対する定数倍で得られており、浅い位置では深さ方向に増加
するものの、ある深さより深いところでは一定値( = 9cu) とされている。 
Bromsの提案は、粘性土の極限地盤反力度は杭頭から1.5Dの区間は抵抗0、それより深いとこ
ろでは9cuDで一定とするものである(図-3.2.12参照)。 























-3.2.11(a) に示される土くさびの角度α = 0、β = 45°とした場合の極限支持力であり、次式で表
されている。 
 
2 2 2HU u u
zp Gz c c
D


















z 735.0   (3.2.24) 
Matlockは軟らかい粘土の地表面付近の極限地盤反力度として次式を提案している。 
3HU u
zp J c G
B









6  (3.2.26) 
次に、これらの極限地盤反力度がクーロン受働土圧強度の定数倍という形で近似可能かどう
か調べる。ここでは、一般的な条件として、杭径Dが600 mmから800 mm、肉厚15 mm程度の鋼
管杭がN値が5から10程度の様な粘性土地盤に設置されている場合を考える。さらに単純化し、
以下の3つの条件で計算を行ってみる。そして、杭頭から1 / β 程度の深さの範囲における各提
案式が与える極限地盤反力度とクーロン土圧強度を比較してみる。 
・杭径D = 0.7 mとする。 
・非排水せん断強度cuは、cu = qu / 2 = 12.5Nより、62.5 kN/m2および125 kN/m2を仮定する。 
・土の単位重量はG’ = 8 kN/m2と仮定する。 
また、地盤の変形係数E0をE0 = 2800Nとして予測する場合、水平抵抗に寄与する主たる深さ範囲





・杭径D = 1.5 mとする。 
・非排水せん断強度cuは、cu = qu / 2 = 12.5Nより、62.5 kN/m2および125 kN/m2を仮定する。 
・土の単位重量はG’ = 8 kN/m2と仮定する。 
また、地盤の変形係数E0をE0 = 2800Nとして予測する場合、水平抵抗に寄与する主たる深さ範囲








図-3.2.14 粘性土における1 / β 区間の極限地盤反力度とクーロン受働土圧強度の比較(鋼管杭) 





表-3.2.7 粘性土における1 / β 区間の極限地盤反力度とクーロン受働土圧強度の比(鋼管杭) 
J =0.50 J =0.25
N値=5 1378.1 1601.2 978.7 842.0 486.5
1/β =3.5 m 2.83 3.29 2.01 1.73 1.00
N値=10 1631.3 2066.3 1241.5 1102.0 650.0












表-3.2.8 粘性土における1 / β 区間の極限地盤反力度とクーロン受働土圧強度の比(場所打ち杭) 
J =0.50 J =0.25
N値=5 4078.1 4568.3 2814.2 2441.0 1474.1
1/β =3.5 m 2.77 3.10 1.91 1.66 1.00
N値=10 3656.2 4616.6 2813.7 2498.6 1496.0





































































※砂質土の場合は、F = 20～40°にて試算した結果である。 
 粘性土の場合は、鋼管杭で杭径D = 0.7 m、場所打ち杭で杭径D = 1.5 mとし、 
















D P H S / D
(mm) (kN) (%)
砂質土 5514 600.0 441.0 6.94
6534 609.6 450.5 10.00
5531 1200.0 1079.2 10.00
粘性土 5553 812.8 418.2 10.00
6510 914.4 784.0 6.18
0 600.0 279.2 10.00






















   


















   
  
 





   
  
  




   
   
  
  




   
   
  
  




の比pの一覧を示す。以後p = PH / RHdを荷重比pと呼ぶ。p = 1のときがαk、αpが最適に設定され
ていると考えてよい組み合わせである。これをコンター図にしたものを図-3.2.22に示す。 
図-3.2.22によれば砂質土の最適解(p = 1のライン) におけるαpは、ID = 5501・5514では3.2～4.9
の範囲にあるが、ID = 6534では2.4～2.8の範囲にある。その際のαkは、いずれも1.0～3.0の全域
にある。 
また、粘性土の最適解(p = 1のライン) におけるαpは、ID = 5553では1.4～1.5の範囲であり、
その際のαkは1.0～3.0の全域にある。また、ID = 6510では、最適解(p = 1のライン) におけるαp
は、2.7～3.0の範囲であり、その際のαkは1.5～3.0の範囲にある。表-3.2.17によれば、αk = 1.0～
1.5とαp = 3.0の組合せの場合に水平荷重比p = 1.00～1.05であるので、最適解はこの付近にあるこ






表-3.2.12 試験最大荷重における水平荷重比p ( = 実測値 / 計算値) 
砂質土ID = 5501 
 
 
表-3.2.13 10%変位における水平荷重比p ( = 実測値 / 計算値) 








表-3.2.14 10%変位における水平荷重比p ( = 実測値 / 計算値) 
砂質土ID = 6534 
 
 
表-3.2.15 10%変位における水平荷重比p ( = 実測値 / 計算値) 
粘性土ID = 5531 
 
 
表-3.2.16 試験最大荷重における水平荷重比p ( = 実測値 / 計算値) 




表-3.2.17 10%変位における水平荷重比p ( = 実測値 / 計算値) 
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そして変位レベルiでの試験荷重PHiと計算値RHdiの残差平方和Σ(PHi − RHdi)2およびΣ ((PHi − 
RHdi) / PHi)2を最小とするαkとαpの組合せを検討する。前者は大きい荷重レベルでの誤差に重みを
おいた検討で、後者は全荷重レベルで等しく重みをおいた検討である。 









表-3.2.18 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の残差平方和[Σ (PHi - RHdi)2] 
砂質土ID = 5501 
2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0
1.0 47003 16236 3516 656 2880 470.9 162.7 35.2 6.6 28.9
1.5 34699 6647 100 5343 17467 347.6 66.6 1.0 53.5 175.0
2.0 28724 3026 1715 13848 33777 287.8 30.3 17.2 138.7 338.4
3.0 22502 1250 7728 30010 63553 225.4 12.5 77.4 300.6 636.7
α k




表-3.2.19 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の残差平方和[Σ (PHi - RHdi)2] 
砂質土ID = 5514 
2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0
1.0 31429 8841 1075 988 5235 31.8 8.9 1.1 1.0 5.3
1.5 22682 2792 1290 9309 22487 23.0 2.8 1.3 9.4 22.8
2.0 17956 1446 5210 20084 41197 18.2 1.5 5.3 20.3 41.7
3.0 13449 2047 13779 38533 71612 13.6 2.1 13.9 39.0 72.5
α k





表-3.2.20 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の残差平方和[Σ (PHi - RHdi)2] 
砂質土ID = 6534 
2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0
1.0 25325 42001 112880 197713 290113 1.3 2.1 5.7 10.0 14.7
1.5 19685 83027 210580 364551 515777 1.0 4.2 10.7 18.5 26.2
2.0 26129 125748 295235 499506 707814 1.3 6.4 15.0 25.4 36.0
3.0 42684 201638 432742 710330 979929 2.2 10.2 22.0 36.1 49.8
α k





表-3.2.21 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の残差平方和[Σ (PHi - RHdi)2] 
粘性土ID = 5531 
1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
1.0 3209 46224 120891 207667 294719 1.0 14.4 37.7 64.7 91.8
1.5 8022 70091 178164 312892 455672 2.5 21.8 55.5 97.5 142.0
2.0 12277 87177 214075 375935 557290 3.8 27.2 66.7 117.2 173.7
3.0 18385 112820 264108 460754 683055 5.7 35.2 82.3 143.6 212.9
α k





表-3.2.22 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の残差平方和[Σ (PHi - RHdi)2] 








1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
1.0 71648 2792 56453 173411 316680 25.7 1.0 20.2 62.1 113.4
1.5 58729 17015 120654 315767 569814 21.0 6.1 43.2 113.1 204.1
2.0 54902 36256 178583 419254 743039 19.7 13.0 64.0 150.1 266.1
3.0 52919 64776 258555 577861 986979 19.0 23.2 92.6 206.9 353.4
α k




表-3.2.23 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の残差平方和[Σ (PHi - RHdi)2] 
粘性土ID = 6510 
1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
1.0 31877 16118 6977 2106 217 146.7 74.2 32.1 9.7 1.0
1.5 29004 13156 4735 1239 1078 133.5 60.5 21.8 5.7 5.0
2.0 27311 11785 4230 1777 3120 125.7 54.2 19.5 8.2 14.4
3.0 25574 10762 4056 3186 6840 117.7 49.5 18.7 14.7 31.5
α k
























































































































































































(1) 砂質土ID=5501 (4) 粘性土ID=5531
(5) 粘性土ID=5553(2) 砂質土ID=5514




















































くするαpの範囲はID = 5531では1.0～1.1、ID = 5553では1.5、ID = 6510では2.9～3.0であった。 
次にΣ ((PHi− RHdi) / PHi)2を最小とする組合せについて検討する。表-3.2.24～表-3.2.29にΣ 
((PHi− RHdi) / PHi)2の値と、各IDの載荷試験結果に対してΣ ((PHi− RHdi) /PHi)2の最小値を1とした時
のその他のαk、αpの組合せの時のΣ ((PHi− RHdi) / PHi)2との比を示す。表-3.2.24～表-3.2.29に示し
た最小値のΣ ((PHi− RHdi) / PHi)2に対する比率をみると、砂質土のID = 5514、6534の2ケースでは
誤差最小値となるαk、αpの組合せ以外に誤差比率が2倍以内の組合せが複数存在するが、他の4
ケースでは誤差比率が2倍以内の組合せが存在しない。また、図-3.2.24は、表-3.2.24～表-3.2.29




表-3.2.24 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の[Σ ((PHi - RHdi) / PHi)2] 
砂質土ID = 5501 
2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0
1.0 0.406 0.166 0.066 0.034 0.039 231.4 94.5 37.8 19.1 22.1
1.5 0.271 0.052 0.002 0.038 0.121 154.6 29.5 1.0 22.0 69.2
2.0 0.205 0.017 0.021 0.121 0.275 116.8 10.0 12.2 69.2 157.2
3.0 0.145 0.019 0.113 0.327 0.622 82.7 10.6 64.5 186.8 355.0
α k
α pα p
Σ((P Hi -R Hdi ) / P Hi )2 最小値に対する比率
 
 
表-3.2.25 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の[Σ ((PHi - RHdi) / PHi)2] 
砂質土ID = 5514 
2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0
1.0 0.306 0.108 0.039 0.033 0.056 16.3 5.8 2.1 1.8 3.0
1.5 0.182 0.019 0.020 0.096 0.213 9.7 1.0 1.0 5.1 11.3
2.0 0.122 0.020 0.096 0.265 0.464 6.5 1.1 5.1 14.1 24.7
3.0 0.085 0.085 0.295 0.602 0.973 4.5 4.5 15.7 32.1 51.9
α k
Σ((P Hi -R Hdi ) / P Hi )2 最小値に対する比率




表-3.2.26 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の[Σ ((PHi - RHdi) / PHi)2] 
砂質土ID = 6534 
2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0
1.0 0.078 0.102 0.198 0.310 0.429 2.0 2.6 5.0 7.8 10.8
1.5 0.040 0.155 0.353 0.582 0.797 1.0 3.9 8.9 14.7 20.1
2.0 0.050 0.244 0.530 0.859 1.182 1.3 6.2 13.4 21.7 29.9
3.0 0.094 0.431 0.870 1.357 1.806 2.4 10.9 22.0 34.3 45.7
α k
Σ((P Hi -R Hdi ) / P Hi )2 最小値に対する比率
α p α p
 
 
表-3.2.27 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の[Σ ((PHi - RHdi) / PHi)2] 
粘性土ID = 5531 
1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
1.0 0.049 0.476 1.119 1.798 2.406 1.0 9.7 22.8 36.6 49.0
1.5 0.206 0.870 1.896 3.101 4.305 4.2 17.7 38.6 63.1 87.6
2.0 0.387 1.337 2.600 4.132 5.793 7.9 27.2 52.9 84.1 117.9
3.0 0.671 2.254 4.056 6.124 8.239 13.7 45.9 82.6 124.6 167.7
α k
Σ((P Hi -R Hdi ) / P Hi )2 最小値に対する比率
α p α p
 
 
表-3.2.28 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の[Σ ((PHi - RHdi) / PHi)2] 
粘性土ID = 5553 
1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
1.0 0.127 0.009 0.125 0.353 0.618 14.3 1.0 14.1 39.8 69.6
1.5 0.145 0.158 0.389 0.792 1.296 16.3 17.7 43.8 89.1 145.8
2.0 0.212 0.395 0.816 1.328 1.998 23.8 44.5 91.8 149.4 224.8
3.0 0.276 0.776 1.583 2.550 3.546 31.0 87.3 178.1 286.9 399.0
α k




表-3.2.29 小～大変位レベル4点における載荷試験と計算値の[Σ ((PHi - RHdi) / PHi)2] 
粘性土ID = 6510 
1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
1.0 0.627 0.294 0.122 0.034 0.003 209.4 98.3 40.6 11.3 1.0
1.5 0.554 0.259 0.158 0.142 0.156 184.9 86.5 52.9 47.4 52.2
2.0 0.526 0.322 0.357 0.437 0.527 175.6 107.4 119.1 146.1 176.1
3.0 0.514 0.526 0.646 0.915 1.278 171.9 175.8 215.8 305.6 426.8
α k
α p
















































































































































































(1) 砂質土ID=5501 (4) 粘性土ID=5531
(5) 粘性土ID=5553(2) 砂質土ID=5514
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α p α p
 









くするαpの範囲はID = 5501、5514では3～5、ID = 6534では2.0～2.6であった。粘性土地盤では、
残差平方和の誤差を小さくするαpの範囲はID = 5531では1.0～1.1、ID = 5553では1.5、ID = 6510
では3.0程度であった。 





表-3.2.30 誤差が小さい範囲と残差平方和[Σ (PHi - RHdi )2]が最小値となったαk とαpの組合せ 
 
 







地盤におけるαpは、Σ (PHi − RHdi)2の最適値3.7より安全側で、かつ、既往の研究から得られる値



























レベル(3.5～6 %変位) および大変位レベル(10%もしくは試験最大変位) における載荷試験荷重





表-3.2.33 着目変位における水平荷重比p (実測値 / 計算値) の統計量 
1% 3.5% 6% 10%※
サンプル数 8 8 8 8
平均値 1.139 1.119 1.160 1.211
標準偏差 0.174 0.270 0.240 0.245
変動係数CV 15.3% 24.2% 20.7% 20.3%
サンプル数 4 4 4 4
平均値 0.971 1.179 1.324 1.394
標準偏差 0.325 0.377 0.413 0.425
変動係数CV 33.5% 31.9% 31.2% 30.5%
サンプル数 4 4 4 4
平均値 1.075 1.157 1.178 1.170
標準偏差 0.285 0.265 0.225 0.196
変動係数CV 26.5% 22.9% 19.1% 16.7%
サンプル数 16 16 16 16
平均値 1.081 1.144 1.205 1.246
標準偏差 0.238 0.278 0.276 0.283





























   
   
   






   
   
   

















kHE = ηk αk kH  (3.2.27) 
 
pHUG = ηp αp pU  (3.2.28) 
 













































の適合値を単杭の適合値αk = 1.5 に低減率ηkを乗じることで表したものが図-3.2.29である(ηk = 
組杭のαk / 単杭のαk)。これによれば、荷重載荷方向に直列な組杭よりも並列な組杭の低減され







































旧首都高速道路公団が実物大杭基礎(鋼管杭φ 318.5 mm) を野外に単杭と9本組杭を構築して行
った実験、梅田杭46)とは、旧阪神高速公団が既設橋脚の基礎(場所打ち杭φ1000 mm) を利用して、
単杭と組杭(2本直列杭) の水平載荷試験を行ったもの、岸和田杭3)とは、同じく旧阪神高速公団






























にηp = 0.83となっている。実物大杭基礎の水平載荷試験(表-3.2.36参照) でみると、岸和田杭の












杭径杭中心間隔 === ηη  (3.2.29) 
 
とモデル化できる。ただし、杭中心間隔が3D以上である場合にはηp = 1とする。 
表-3.2.34 に示す模型9本組杭および表-3.2.36の実物大基礎の水平載荷試験については、中間

















kHE = ηk αk kH  (3.2.30) 
 
ここに、kHは基準変位に対する地盤反力係数、αkは非線形のp- dH 曲線をバイリニアモデルに
するための補正係数で1.5、ηkは群杭効果に関する補正係数で2 / 3である。 
また、群杭効果を考慮した杭に作用する水平地盤反力度の上限値pHUGは、 
 
pHUG = ηp αp pU  (3.2.31) 
 
ここに、pUは受働土圧強度(クーロン土圧) 、αpはバイリニアモデルの上限値を与える補正係
数(砂質土地盤 = 3.0、粘性土地盤 = 1.5) 、ηpは粘性土地盤では1.0、砂質土地盤はηp αpとして荷



































9002 鋼管杭 模型杭 2 2 4 114.3 24.5 36.20 31.67 9001
9005 鋼管杭 模型杭 2 1 2 101.6 52.0 169.10 166.44 9003
9007 鋼管杭 模型杭 3 1 3 101.6 44.1 170.10 167.42 9003
9008 鋼管杭 模型杭 3 3 9 101.6 37.3 186.10 183.17 9003










る軸力は、ID = 9018は鉛直荷重を載荷しているのでその値を、他のデータは0とした。 
本検討では杭径が600 mm未満の場合も模型杭は部材の分割ピッチを100 mmとした。 
計算で得られた各実験の荷重(P) 変位(y) 曲線を図-3.2.31に示す。ここで、杭径の1%、3.5%、
6%および10%変位に着目し、その時の載荷試験荷重PHGと計算値RHdGによる水平荷重比p = (実測
値PHG) / (計算値RHdG) を求めた。水平荷重比pと変位レベルy / Dの関係を表-3.2.38および図










































図-3.2.32 水平荷重比p と変位の関係 
 
 
表-3.2.38 着目変位レベルにおける水平荷重比p = 実測値PHG / 計算値RHdG 
杭径
D (mm) P HG (kN) R HdG (kN) P HG /R HdG P HG (kN) R HdG (kN) P HG /R HdG
9002 鋼管杭 模型杭 114.3 28.3 12.6 2.249 43.5 31.3 1.392
9005 鋼管杭 模型杭 101.6 3.4 2.0 1.696 9.9 7.1 1.396
9007 鋼管杭 模型杭 101.6 2.2 3.4 0.646 7.8 12.0 0.646
9008 鋼管杭 模型杭 101.6 5.0 10.3 0.484 17.5 35.6 0.491
9018 鋼管杭 模型杭 101.6 11.1 12.5 0.888 24.4 26.5 0.923
ID
P HG (kN) R HdG (kN) P HG /R HdG P HG (kN) R HdG (kN) P HG /R HdG P HG (kN) R HdG (kN) P HG /R HdG
9002 52.7 43.4 1.214 62.5 57.8 1.082 69.8 65.3 1.069
9005 14.2 11.8 1.212 19.3 17.9 1.081 24.5 24.2 1.014
9007 13.3 19.2 0.695 20.4 29.3 0.695 26.7 39.3 0.679
9008 30.4 55.9 0.544 52.3 83.7 0.626 68.8 111.2 0.619









表-3.2.39 着目変位レベルにおける水平荷重比p (実測値 / 計算値) の統計量 
1% 3.50% 6% 10%
ｻﾝﾌﾟﾙ数 5 5 5 5
最小値 0.484 0.491 0.544 0.626
最大値 2.249 1.396 1.214 1.082
平均値 1.192 0.970 0.902 0.857
標準偏差 0.752 0.417 0.303 0.214
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          (1) ID = 9002 前列杭                        (2) ID = 9002 後列杭 
           







        
          (5) ID = 9007 前列杭                        (6) ID = 9007 後列杭 
        
          (7) ID = 9008 前列杭                        (8) ID = 9008 後列杭 
   















































1,　η  (3.2.32) 
ここで、PHは単杭試験での杭頭水平荷重、PHGは組杭中の着目する杭列での杭頭せん断力の平
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y /D = 1.0% y /D = 1.0% y /D = 1.0%
y /D = 3.5% y /D = 3.5% y /D = 3.5%
y /D = 6.0% y /D = 6.0% y /D = 6.0%
y /D = 10.0% y /D = 10.0% y /D = 10.0%
 














y /D = 1.0%
y /D = 3.5%
y /D = 6.0%
y /D = 10.0%
y /D = 1.0%
y /D = 3.5%
y /D = 6.0%
y /D = 10.0%
y /D = 1.0%
y /D = 3.5%
y /D = 6.0%
y /D = 10.0%
 































































































































水平変位 y ( )
水平変位 y (m)
水平地盤抵抗
曲率 Φ (1/m)曲率 Φ (1/m)































































































































































































































































































杭頭剛結条件の場所打ち杭 2 ケース、鋼管杭 2 ケースの計 4 ケースを用いる。ここで、杭頭
剛結条件の杭を選定したのは、道路橋における組杭基礎に関しては杭頭剛結が基本であること
を考慮したものである。水平載荷試験データの概要を表-3.2.44に示す。表中の主たる土質とは、




















No.1 砂質土 鋼管杭 打込み 3 3 9  318.5   2352 239.8 75.3 
No.2 砂質土 場所打ち杭   2 1 2 1000.0  2097 131.0 13.1 
No.3 砂質土 場所打ち杭   3 3 9 1200.0 20090 418.0 34.8 
No.4 粘性土 鋼管杭 打込み 3 3 9  406.0   490  31.8  7.8 
 
水平載荷試験の荷重-変位曲線と、log P- log y 曲線から同定した降伏荷重を図-3.2.44～図
-3.2.47に示す (右の図は縦軸と横軸を対数表示している)。log P- log y 曲線から降伏荷重を同定
したが、No.4の杭体は降伏に達していないものであった。 
次に、表-3.2.44 に示す載荷試験のうち、No.4 を除く 3 件の載荷試験を対象として、地震時





































































































































































図-3.2.47 No.4 (鋼管杭： 2×2 = 4 本) の荷重-変位関係 
 
表-3.2.45 降伏耐力比 PHG / RHdG 
載荷試験実測値 
(log P－log y曲線より) 
地震時保有水平耐力法 
モデルによる計算値 載荷試験 
No. 杭 種 水平荷重 
PHG (kN) 
変位レベル








No.1 鋼管杭 1568 22.4 1272 18.8 1.23 
No.2 場所打ち杭 1660 4.48 847 1.61 1.96 




平均値は 1.76、変動係数が 16%、全杭を集計すると、平均値は 1.58、変動係数が 23%となった。 
 
表-3.2.46 杭基礎の降伏耐力比に関する統計量 
 平均値 変動係数(%) 
場所打ち杭 1.76 16 














均値 1.50、変動係数 20%として評価することとする。ここで、降伏耐力と降伏震度 khyFは同義
であることから、降伏震度が有する平均値と変動係数は、降伏耐力比に関する統計量で整理で
きる。これを降伏震度比 kRのばらつきとして表-3.2.47 に示す。ここに、降伏震度比 kRとは、




表-3.2.47 降伏震度比 kRのばらつきの統計量 
 平均値 変動係数(%)




























３.３.２  組杭の載荷実験結果 
 
（ａ） 場所打ち杭 
模型場所打ち杭基礎の実験 5) 6)の概要を示す。図-3.3.1 に供試体形状および載荷装置を示す。
供試体は 2種類で、一つは載荷方向に 3列、載荷直交方向に 2列の組杭供試体(以下、供試体 A
と呼ぶ)、もう一つは、載荷方向に 2 列、載荷直交方向に 2 列の組杭供試体(以下、供試体 B と
呼ぶ) である。各杭の両端はそれぞれフーチングに剛結されている。模型杭の断面は一般的な
場所打ち杭の断面を縮小したものである。杭径は 300 mmで、杭軸方向鉄筋として D10 (SD295A) 
が 16本(鉄筋比 1.6%)、杭表面から軸方向鉄筋中心位置までの距離 50 mmで配置されている。





























わせでモデル化できる。そこで、左右に設置された鉛直ジャッキ 2 基と水平ジャッキ 1 基を同
時に用いて、一定の鉛直荷重のもと水平・回転変位が与えられた。試験中に保持される鉛直荷
重は杭 1本あたり 137 kNであり、コンクリートの一軸圧縮試験強度の 6-7%に相当し、杭基礎
が保持する死荷重の標準的な範囲内にある。また、上フーチング中心位置にて(転倒モーメント) 
= 2.5×(水平力) に保たれるように制御されながら水平変位 dHとモーメントが交番載荷された。
交番載荷として、全杭降伏時の水平変位を 1dyとして、各載荷ステップにて 3回の繰返しを伴う






















すれば、下フーチング中心位置では(転倒モーメント) = 4.3×(水平力) の関係が保たれているこ





























   
 4dy  6dy  実験終了後 
写真-3.3.1 供試体 A (場所打ち杭、3列) の損傷状況 5) 
 
 
   
 4dy  6dy 8dy 












     
図-3.3.3 水平ジャッキの反力‒変位関係(供試体 A および B、場所打ち杭).白丸は±1dy の点 
 
（ｂ） ＰＨＣ杭 







供試体 Cの杭では、スパイラル鉄筋 SD295A、D6がピッチが 50 mmになるように配置されて
いる。スパイラル鉄筋以外の断面諸元は以下の通りである。杭径は 300 mm、肉厚 60 mmで、
コンクリート強度は約 80 N/mm2である。杭軸方向の PC鋼材は SWPR1、D7が 12本である。ま
た杭体の上下端では、それぞれ、杭体内部にフーチング端部から 750 mm ずつの範囲に中詰め
コンクリートが配置されている。 
供試体 Dの杭では、スパイラル鉄筋 SWM-B、D3が 50 mmピッチで配置されている。また、
中詰め鉄筋(軸方向鉄筋 D10が 6本、帯鉄筋 D6が 75 mmピッチ) が配置されている。その他の
諸元は供試体 Cと同じである。 
供試体 C のケースにおける損傷の進展を写真-3.3.3 に、水平ジャッキの荷重-変位関係を図














   
4dy  6dy  実験終了後 
写真-3.3.3 供試体 C (PHC、補強スパイラル有り、3 列) の損傷状況 5) 
 
図-3.3.4 水平ジャッキの反力‒変位関係(供試体 C、PHC、補強スパイラル有り、3 列).白丸は±1dy の点 
 
















   
2dy  4dy  実験終了後 
写真-3.3.4 供試体 D (PHC、補強スパイラル無し、3 列) の損傷状況 5) 
 




体は 2種類で、一つは載荷方向に 3列、載荷直交方向に 2列の組杭供試体(以下、供試体 Eと呼
ぶ。)、もう一つは載荷方向に 4列、載荷直交方向に 2列の組杭供試体(以下、供試体 Fと呼ぶ。) 
である。各杭の両端は道路橋示方書 IV 9)の図解-12.9.3に示される方法 Aに準じた構造とし、そ
れぞれフーチングと剛結されている。使用した鋼管は杭径が 216.3 mm、板厚が 4.2 mmの STK400
一般構造用炭素鋼鋼管であり、規格降伏応力度は 235 N/mm2である。また、杭体の上下端部は








実験中に保持される鉛直荷重は杭 1本当り 147 kNである。鋼管の規格降伏応力度の約 20%に相
当し、杭基礎が保持する死荷重の標準的な範囲内にある。交番載荷として、全杭の杭体の最外
縁の応力度が規格降伏応力度に達すると予測された荷重を供試体に載荷したときの変位を 1dy
とし、各載荷ステップにて 3回の繰返しを行う±u dy (u = 1、2、3…) の水平変位履歴が与えら
れた。水平ジャッキ位置での 1dyは供試体 Eで 9.7 mm、供試体 Fで 8.0 mmであった。 
写真-3.3.5、3.3.6 に供試体の損傷状況を、図-3.3.7 に水平ジャッキの荷重-変位関係を示す。























図-3.3.6 対象とした組杭載荷実験の概要(供試体 E).単位:mm 
 
  
6dy  8dy  




6dy  11dy  












図-3.3.7 水平ジャッキの反力‒変位関係(供試体 E および F、鋼管杭) .白丸は±1dy の点. 
 


















































変形角 = dH / a  
変形角 = dH / a  






 = dH / a 
変形角 = dH / a 
 













地震で被災を受けた阪神高速の 5号湾岸線の杭基礎では、供用下での本復旧工事が行われた 56)。 
 
 
   




供試体 E (鋼管杭、3列)  供試体 F (鋼管杭、4列)  
*実験では上フーチング下端位置での水平変位が制御されており、写真中に表示される u δyは、全杭が降伏する
ときの上フーチング下端位置の 1dyとしたときの無次元化変位。また、供試体 Eでは 4dy時には変状が認められ
なかったため、写真撮影がされていない。 

















































一方、文献 5)では、図-3.3.11に示すように 2×2列の組杭に対して 45度方向に水平交番載荷















図-3.3.11 載荷実験概要(単位: mm) 
 
杭体は模型場所打ち杭および補強スパイラル鉄筋が配置された PHC杭である。杭径はいずれ
も 300 mm であり、前述の実験と同じである。模型場所打ち杭の軸方向鉄筋は前述の実験と同
じである。しかし、帯鉄筋の配置は異なり、D6 (SD295A) が 100 mmピッチで配置されており、
 184










にて 3回の繰返しを伴う±u dy (u = 1、2、3...) の水平変位履歴が与えられた。1dyは場所打ち杭






       
場所打ち杭 PHC 杭(スパイラル補強鉄筋有り) 








































定した。供試体は 2 種類で、一つは載荷方向に 3 列、載荷直交方向に 2 列の組杭供試体(以下、
供試体 G と呼ぶ)、もう一つは載荷方向に 4 列、載荷直交方向に 1 列の組杭供試体(以下、供試
体 Hと呼ぶ) である。それぞれの供試体の両端の杭は鉛直方向に対して 8度の傾斜を有する斜
杭とした。各杭の両端はフーチングに剛結されている。使用した鋼管は杭径が 216.3 mm、板厚
が 4.2 mmの STK400一般構造用炭素鋼鋼管であり、規格降伏応力度は 235 N/mm2である。また、
杭体の上下端部はフーチング端部から 1D (D は杭径) の範囲に中詰めコンクリートが打設され
ている。上フーチング下端の杭頭位置における杭中心間隔は、実際の道路橋杭基礎と同様に杭
径の 2.5倍である。 
上フーチングに鉛直ジャッキ 1 基と水平ジャッキ 1 基を設置し、同時に用いて、一定の鉛直
荷重のもと、水平・回転変位を与えた。鉛直ジャッキは上フーチングの水平・回転変位に追随
できるよう、水平荷重作用方向に自由にスライド可能であり、上フーチングとは球座を介して
荷重が伝達される。実験中に保持される鉛直荷重は杭 1本当り 150 kNであり、鋼管の規格降伏
応力度の約 20%に相当し、杭基礎が保持する死荷重の標準的な範囲内にある。交番載荷として、
全杭の杭体の最外縁の応力度が規格降伏応力度に達すると予測された荷重を供試体に載荷した
ときの変位を 1dyとし、各載荷ステップにて 3回の繰返しを行う±u dy (u = 1、2、3...) の水平変
位履歴が与えられた。水平ジャッキ位置での 1dyは供試体 Gで 6.5 mm、供試体 Hで 6.0 mmで
あった。 
写真-3.4.2に供試体の損傷状況を、図-3.4.2に水平ジャッキの荷重－変位関係を示す。図-3.4.2




























写真-3.4.1 供試体のセット状況(供試体 G) 
 
 
    




(c) 4 dy 時の端部列杭の下側結合部付近の状況 (d) 実験終了時の端部列杭の下側結合部付近の状況 






















同じ供試体Gと供試体 E (ともに 3×2列組杭) で比較したものを図-3.4.4に示す。図-3.4.4(a) は















































































yy −+=1µ  (3.5.1) 








dd −+= 1µ  (3.5.2) 
ここに、µ FL = ケーソン基礎の許容塑性率、du = ケーソンが終局に達したときの上部構造慣
性力作用位置における水平変位、dy = 基礎が系としての降伏に達したときの上部構造慣性力作

































































限値の補正係数ηpは杭中心間隔 / 3Dで求められる。ただし、杭中心間隔が 3D以上で
ある場合はηp = 1とする。前列杭以外の水平地盤反力度の上限値は、前列杭の 1 / 2とモ
デル化できる。粘性土においては、杭前面地盤の抵抗領域が小さく、前列杭および前列
杭以外に関わらずηp = 1と考えることができる。また、杭中心間隔に関係なくηp = 1と
考える。 
3)  レベル 2地震時の杭基礎の設計において照査点となる杭基礎の降伏耐力のモデル誤差を
評価した。 
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基礎の設計において重要な要素には、(1) 荷重、(2) 地盤パラメータ、(3) 解析モデル、(4) 安





数設計法における抵抗側の書式は、大別すると強度係数法(FSA: Factored Strength Approach) と抵


















最も単純化すると、設計荷重 Pdが設計抵抗力 Rdを超えないことを照査するという書式で式(4.2.1) 
として表現される。 
 
Pd = ψ × Pn ≤ φ × Rn = Rd     (4.2.1)  
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(First-Order Second-Moment method) と呼ばれる手法である。 






なる。このために、式(4.2.1) にあってはψ ・ φなる部分係数によって、両分布の重なりの大きさ
を確認していると理解すれば解りやすい。例えば、(a) のように設計抵抗力 Rdが設計荷重 Pdを下
回るような状況にあれば、両分布の重なりは大きくなり十分な安全性の確保に疑問があるため、
設計は成立していないと判断することになり、(c) となれば初めて成立すると判断される。問題
は、ψ ・ φ なる部分係数の取り方に帰着するが、両分布の平均値やばらつきが両分布の重なりの
大きさに関係することから、重要なパラメータとして考慮されることとなる。 
着目する統計量 x (例えば荷重Pもしくは抵抗R) の自然対数 xN = ln(x) が正規分布に従うとき、
xは対数正規分布に従う。まず、統計量 xの平均値 mx 、標準偏差 sxを求め、それらから xを対数
表示したときの統計量 xNの平均値 mxN 、標準偏差 sxNを求める。mxNおよび sxNは式(4.3.1) および



















図-4.3.2 x が対数正規分布に従うときの xN = ln(x)の分布 
























































1)ln( xNxxN smm －＝       (4.3.1)  








   (4.3.2)  
 












(3) そして、Rdが Pdと等しいか、それよりも大きくなれば設計は成立する(図-4.3.1(b)、(c) )。
Rdと Pdが等しくなったときが所定の安全余裕を確保した限界の設計であり、そのときの






 GN = ln(R) − ln(P) = ln(R / P) ≥ 0     (4.3.3)  
 
となる。いま、図-4.3.1(c) のように、設計荷重と設計抵抗力が等しい Rd = Pdの状態における GN


































成するような、ψ およびφ の値を逆算する問題に帰着する。 
 




















 (4.3.4)  
 
ここに、λR = 抵抗 Rにおけるバイアス値( = mR / Rn)、Rn = 抵抗 Rの公称値(計算値)、mR = Rの平
均値、CVR = Rの変動係数( = sR / mR)、sR = Rの標準偏差、Pn = 荷重 Pの公称値、mP = 荷重 Pの
平均値、CVP = 荷重 Pの変動係数( = sP / mP)、sP = Pの標準偏差である。ψ 、φの 2変数を計算し
なければならないのに、用いる式は式(4.3.4) の一つだけしかないが、しばしば行われるのは、荷
重 P の分布を用いて設計荷重 Pd と荷重係数ψを決定し、それに適合するような抵抗係数φを式
(4.3.4) から設定することである 4)。荷重係数ψは、例えば、100 年に 1 度生じる荷重を設計荷重
Pdとし、それを公称値 Pnで除すことにより求まる。ここで、100年という長さは単なる例で、実
際には構造物の管理者がその設計の目的に応じて定めることになる。 
























(4.2.1) や式(4.3.3) を満足しない確率を意味しており、着目している事象はひび割れに過ぎない。 
図-4.3.1では、荷重 Pのばらつきの方が抵抗の Rのばらつきよりもずっと小さく描いてある。
このとき、ばらつきの大きさを考慮すれば、荷重 Pについては公称値 Pnをあまり割増さずに設計


















置き換えられる。βとφ  の関係は、式(4.3.4) から誘導することができる。いま、Pを確定値とすれ




















      (4.3.6)  
 
また、図-4.3.4(a) と図-4.3.4(b) から、β とφの関係は式(4.3.7) のようにも表すことができる。 
 
 ln(Rd) = mRN − β × sRN ,    φ = Rd / Rn     (4.3.7)  
 
ここに、mRNは統計量 Rを対数表示したときの統計量 RN = ln(R) の平均、sRNは RN = ln(R) の標準
偏差である。統計量 Rの平均 mRと標準偏差 sRから、統計量 RNの平均 mRNと標準偏差 sRNを算出





1)ln( RNRRN smm −=       (4.3.8)  
 




⎛ ⎞= + = +⎜ ⎟⎝ ⎠
     (4.3.9)  
 
前述のとおり、RN = ln(R) の分布をプロットすると、図-4.3.4(a) に示すように、平均値 mRN 、標
準偏差 sRN を有する正規分布になる。また、式(4.3.8)、式(4.3.9) を式(4.3.7) に代入し、展開する
ことによっても式(4.3.6) は得られる。 
または、Rの分布を公称値で無次元化した、p = R / Rnの分布からも抵抗係数を求めることもで
き、その場合は、図-4.3.4(a)、(b) の Pと Rの関係は図-4.3.5(a)、(b) のように変換できる。そし



















      (4.3.10)  
 
 ln(φ ) = ln(Rd / Rn) = λpN − β spN ,    φ = Rd / Rn    (4.3.11)  
 
ここに、式(4.3.10) のλRは mpと同じであり、また、p の変動係数 CVpは sp / mpとして求まる。ま
た、λpNは統計量 p = (R / Rn) を対数表示したときの統計量 pN = ln(p) の平均、spNは pN = ln(p) の標
準偏差である。統計量 p の平均値 mp( =バイアスλp) と標準偏差 spからの統計量 pNの平均λpNと標
準偏差 spNの算出は、式(4.3.1)、式(4.3.2) を用いて次式のように表せる。 




1)ln( pNppN s−= λλ       (4.3.12)  
 

































照査は、設計計算で求まる杭頭反力 P が計算される極限支持力 Rucを超えないことを、同様に、






 最大強度点に対する照査 P ≤ Rud = φRu × Ruc                    (4.4.1)  
 弾性限界点に対する照査 P ≤ Ryd = φRy × Ry1c  かつ  P ≤ Ryd = φRy × Ry2c      (4.4.2)  
 
ここに、Rudと Rydが設計極限支持力と設計降伏支持力、Ruc 、Ry1c 、Ry2cは特性値で、支持力推定
式を用いて評価される極限支持力と降伏支持力(Y1、Y2)、φRu 、φRyが抵抗係数(≤ 1) である。しか
し、図-4.3.3に示したように、抵抗係数が所要の安全余裕そのものではない。例えば、杭頭反力 P
がφRu × Rucを超えないことを確認することにより、杭頭反力 Pが本来の極限支持力 Ruを超えない
ことを、ある信頼性指標βをもって担保しているものである。 
 












































ln(P / Rn), ln(R / Rn)
ln(R / Rn)
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ln(P / Rn) 
ln(P / Rn) 
= ln(Rd / Rn) = ln(φ) 
(a) 
P / Rn, R / Rn P / Rn 
= Rd / Rn
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× φ 
















まず、4.3 に従い、図-4.4.1 に示すように、表-2.2.10 の支持力比 p の確率モデルを ln(p) の確
率モデル pNに変換する。式(4.3.12)、式(4.3.13) を用いて、平均値 mpや標準偏差 sPの値も mpN 、
spNに変換し、あわせて図-4.4.1に示した。横軸 ln(p) が 0のときは、p = 1、すなわち、実測値と
支持力推定式による計算値が等しいときである。杭頭反力 P が設計極限支持力 Rndを上回る確率
を一定以下にするために、平均値 mpNから標準偏差 spNのβ倍だけ差し引いた値に相当する Rud / Ruc
の値が、設計値に相当する Rud / Rucおよび対応する抵抗係数φRu になる。 
 

























図-4.4.2 極限支持力に関する信頼性指標βT と抵抗係数φRuの関係 
 
ln (p)の平均値 mpN = −0.058 
ln (p)の標準偏差 spN = 0.340 
安全余裕βを考慮した抵抗係数 φ
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レベル1地震時 φRu = 0.51
常時 φRu = 0.34
常時 n = 3 (φ = 0.33)
→β = 3.07
レベル1地震時 n = 2 (φ = 0.5)
→β = 1.87










行の道路橋示方書 5)では、公称支持力値に対して常時については安全率 3、レベル 1地震時につい
ては安全率 2を確保するように規定しており、基礎がこれらの安全率を有しているときが最適の
設計とされる。したがって、そのような基礎の安全余裕を図-4.4.2 より評価する。安全率の逆数
をとり、形式上それらを抵抗係数の形で示せば 1 / 3、1 / 2になる。それらに対応する信頼性指標





支持力に対して、常時については安全率 3、レベル 1地震時については安全率 2を考慮しており、
Y1 のケースでは降伏支持力は極限支持力の 0.63 倍であると定義しているということから、極限
支持力に対する安全率を降伏支持力に対する安全率に換算できる。それぞれ、3 × 0.63 = 1.89と 2 
× 0.63 = 1.26になる。降伏支持力に対する抵抗係数に換算すれば、常時については 1 / 1.89 = 0.53、
レベル 1地震時については 1 / 1.26 = 0.79と求まり、図-4.4.4より、対応する信頼性指標βは常時
で 1.27、レベル 1地震時で 0.32と求まる。以上をまとめた結果を表-4.4.1に示す。 




































常時 n = 1.89 (φ = 0.53)
→ β = 1.27
レベル1地震時 n = 1.26 (φ = 0.79)












レベル1地震時 n = 1.26(φ = 0.79)
→β = 0.32
レベル1地震時 φRy = 0.74




























































レベル1地震時 φRy = 0.68











































(a) ケース Y1     (b) ケース Y2 
図-4.4.4 降伏支持力に関する信頼性指標βT と抵抗係数φRyの関係 
 
表-4.4.1 現在の道路橋示方書で設計された杭について想定される信頼性指標β と設定する目標信頼性指標βT 
荷重組合せ 限界状態 想定値β 目標値βT 
最大強度点 3.07 3.0 
常 時 
降伏強度点 Y1 1.27 1.5 
最大強度点 1.87 1.8 
レベル１地震時 
降伏強度点 Y1 0.32 0.5 
ln (p)の平均値   mpN = −0.091 
ln (p)の標準偏差 spN = 0.429 
ln (p)の平均値   mpN = −0.132 
ln (p)の標準偏差 spN = 0.534 
安全余裕βを考慮した抵抗係数 φ
ln(φ) =mpN  − βspN 









































ln (p) = 0.0






































表-4.4.2 抵抗係数値の提案(2002 年版道路橋示方書の支持力推定式を用いる場合)  
荷重 






βT = 3.0 極限支持力 0.340 0.33 
ケース Y1 0.479 常 時 降伏強度点 
βT = 1.5 降伏支持力 ケース Y2 0.405 0.40 
最大強度点 
βT = 1.8 極限支持力 0.512 0.50 
ケース Y1 0.736 
レベル１ 
地震時 降伏強度点 









(荷重効果 P) = (荷重 Pにより生じる変位レベル yc / D) ≤ yd / D = φ × yy / D   (4.4.3) 
 
の関係を満足するように、計算される変位レベル yc / Dが、安全余裕(φ ≤ 1) を見込んだ変位レベ
ルの制限値、設計弾性限界変位レベル yd / Dを超えないことを照査することになる。ここに、φ 
がこの場合の抵抗係数である。ここでは、図-4.3.4および式(4.3.7) を用いて yd / Dおよびφ  を求
めてみる。 
4.3に示したように、まず、統計量を yy / Dから ln(yy / D) に関するものに変換する。図-2.2.49





ケース 1: 現在の許容変位量(15 mmもしくは杭径の 1%のいずれか大きい方) 6)が設定された際
に考慮された安全余裕(信頼性指標) を推定し、これに準じる。 







まず、ケース 1 について検討する。現在の許容変位である 0.01D という値は、岡原らの研究 6)
 211 
に基づいている。そこに示されている弾性限界変位レベル yy / D(岡原らの文献における Sy / Dの
ことで、Sy = 降伏変位、D = 杭径と定義されている) の統計量は、平均値 m(yy/D) = 0.035 、標準偏
差 s(yy/D) = 0.038である。これを ln(yy / D) の統計量に変換すると、平均値 m(yy/D)N = −3.742 、標準
偏差 s(yy/D)N = 0.882が得られる。ln(0.01) に相当するβを求めるとβ = 0.98が得られる。よって、0.01D
という値には、ln(yy / D) の平均値 m(yy/D)Nに対して ln(yy / D) の標準偏差 s(yy/D)Nの 1倍程度の安全
余裕を見込まれていると解釈できる。また、道路橋基礎における杭径 Dの実績の平均は 1000 mm
程度 7) 8)であり、この場合の許容変位量は 15 mmである。これは、0.015Dに相当し、岡原らが示
す統計データにおいては、ln(0.015) は、ln(yy / D) の平均値 m(yy/D)Nに対して ln(yy / D) の標準偏差
s(yy/D)Nの 0.5倍程度の安全余裕を見込んだ値に相当する。そこで、レベル 1地震時に対してβT = 0.5
程度の安全余裕を見込めば、これまでの杭の使用実績からいえば従来の設計が見込もうとしてい
たものと同等の信頼性指標を有することなる。図-4.4.6 の左図に平均値と平均値から標準偏差の
0.5倍の安全性を見込んだ値を示す。このとき、抵抗係数φは 0.71、設計弾性限界変位レベル yd / D
は 0.039程度になる。これを丸めれば、ケース 1の場合は、yd / D = 0.035が提案される。 
つぎに、ケース 2について検討する。4.4.1で同定したとおり、鉛直支持に関しては、弾性限界
点に対する目標信頼性指標βTを常時で 1.5、レベル 1地震時で 0.5であると見込んでいる。したが
って、同じβTを用いれば、図-4.4.6の右の図に示すように、抵抗係数φと設計弾性限界変位レベル
yd / Dは、常時でφ = 0.44 、yd / D = 0.024 、レベル 1地震時でφ = 0.71 、yd / D = 0.039となる。設
計弾性限界変位レベル yd / Dをそれぞれ丸めると、ケース 2の場合は、常時で 0.02、レベル 1地
震時で 0.035が提案される。 
図-4.4.7に常時およびレベル 1地震時の提案値 yd / D = 0.020、0.035と載荷試験にて得られる弾









図-4.4.5 ln(yy / D) の頻度分布と確率モデル 
ln (yy / D) の平均値   m(yy / D) N = −3.012 















































(a) ケース 1        (b) ケース 2 



















脚の終局水平耐力に相当する水平震度 khuおよび基礎の設計水平震度 khpは次式で求められる。 
 
khu = Pu / W、 W = WU + 0.5WP     (4.5.1)  




ln(yd / D) = m(yy /D) N  − βs(yy / D) N 
常時提案値 = exp(−3.721) = 0.024 → 0.02 
レベル 1地震時提案値 = exp(−3.248) = 0.039 → 0.035 
提案値 

























































































































































































































































































































：橋脚耐力のばらつきに起因した荷重係数Ψ ’’ Dpile = Ψ’×PDpile
Rµpile: 基礎耐力の平均値， RDpile: 基礎耐力の設計値







φ ’ ×(基礎耐力の設計値) ≥ ψ ’ ×(橋脚耐力の設計値)    (4.5.3)  




(基礎耐力の設計値) ≥ γ   × (橋脚耐力の設計値)  
= ψ ’ / φ ’ × (橋脚耐力の設計値)    (4.5.4)  
このとき、部分係数γ  は橋脚および橋脚基礎の耐力のばらつきを考慮した補正係数であり、これ
までの設計において考慮されてきた補正係数 cdFを置き換えるものである。 








































表-4.5.1 材料特性のばらつき 12) 
 基準値 平均値 変動係数 
コンクリート強度 23.5 N/mm2 1.20 0.10 
コンクリート弾性係数 2.45×104 N/mm2 コンクリート強度
より設定※ － 
鉄筋降伏強度 295 N/mm2 1.20 0.07 
鉄筋断面積 公称断面積 0.97 0.01 
鉄筋弾性係数 2.06×105 N/mm2 0.97 0.01 
作用軸力 0.05σckAg 1.05 0.05 
断面寸法・配筋位置 設計値 1.00 0.01 
※道路橋示方書に示されるコンクリート強度との相関関係より設定 
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フープ筋 SD295 D16@150 mm








(a) 矩形断面    (b) 円形断面 
軸筋 SD295 D32@125 mm
フープ筋 SD295 D16@150 mm
 
(c) 壁式断面 
                                 
図-4.5.3 対象とする鉄筋コンクリート断面 12) 
 
表-4.5.2 鉄筋コンクリート断面特性のばらつきの統計量 12) 
矩形断面 円形断面 壁式断面 
 
平均値 変動係数 平均値 変動係数 平均値 変動係数
降伏曲率 1.185 0.073 1.182 0.072 1.184 0.074 
終局曲率 1.060 0.042 1.018 0.043 0.972 0.039 
曲率じん性率 0.899 0.071 0.864 0.043 0.824 0.054 
終局曲げモーメント 1.141 0.057 1.143 0.056 1.143 0.059 





る。以上より、本論文では表-4.5.2 に示される RC 橋脚の終局曲げモーメント(終局水平耐力) の




表-4.5.3 換算水平震度比 KQのばらつきの統計量 
 平均値 mKQ 変動係数 CVKQ (%) 
換算水平震度比 KQ 1.20 6 
 
ここで、基準値を用いて計算される橋脚の終局水平耐力に相当する水平震度を kQとおくと、換
算水平震度 khuの平均値 mkhuと標準偏差 skhuは次式により求められる。 
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mkhu = kQ ･ mKQ       (4.5.5)  

























路橋示方書では、橋脚に生じる応答が塑性域に達する場合、式(4.5.3) の部分係数γ  に相当する係
数 cdFを 1.1と規定している。これを杭基礎の降伏震度に乗じる抵抗係数φ に置き換えると(φ khyF ≥ 
khu)、φ = 1 / cdF = 1 / 1.1 = 0.909となる。杭基礎の降伏震度に関するばらつきの統計量と橋脚の換
算水平震度に関するばらつきの統計量は、表-3.2.49および表-4.5.3で示したとおりである。抵抗




震時における目標信頼性指標βTは、βT = 0.0に設定する。 
目標信頼性指標βT = 0.0 、表-3.2.49および表-4.5.3の統計量を用いて、式(4.3.4) により抵抗係
数φ ( = 1 / γ ) 求めると、φ = 1.228 となる。よって、橋脚および橋脚基礎の耐力のばらつきを考慮























確定値とすると、表-4.5.3に示した換算水平震度比 KQの統計量は、mKQ = 1.0 、CVKQ = 0.0となる
ので、換算水平震度 khuの mkhuおよび skhuは mkhu = czkhc0 = kQ 、skhu = 0となる。現行の道路橋示方
書では、橋脚に生じる応答が弾性域にとどまる場合には、式(4.5.4) の部分係数γに相当する係数
cdFは考慮しない(cdF = 1.0)。よって、杭基礎の降伏震度に乗じる抵抗係数φに置き換えても(φ khyF ≥ 
khu)、φ = 1 / cdF = 1 / 1.0 = 1.0である。前項(1)と同様に、表-3.2.49の杭基礎の降伏震度のばらつき
の統計量と橋脚の換算水平震度のばらつきの統計量(mKQ = 1.0 、CVKQ = 0.0) を用いて、式(4.3.4) 
により信頼性指標β を逆算すると、β = 1.948となる。橋脚の塑性化を考慮しない場合、β は橋脚
が塑性化する場合に比較して 0.5程度大きくなり、2.0程度となった。しかし、橋脚の塑性化を考
慮する場合と同等のβを与えることとして、レベル 2地震時における目標信頼性指標は、βT = 0.0
と設定する。 
目標信頼性指標βT = 0.0と前述の統計量を用いて、式(4.3.4) により抵抗係数φ ( = 1 / γ ) を求め
ると、φ = 1.471となる。よって、橋脚および橋脚基礎のばらつきを考慮した部分係数γ  は、 
γ = 1 / φ = 0.68となる。 
 
（３）杭基礎の限界状態が杭体の塑性化に支配される場合の信頼性と部分係数のまとめ 






指標 βΤ 部分係数 γ 
橋脚に生じる応答が塑
性域に達する場合 
1.45 0.0 0.81 
橋脚に生じる応答が弾
性域にとどまる場合 






















































杭頭反力: P = PD(死荷重による反力) + PE(地震荷重による反力)  
↓ 
杭頭反力: P = PD(確定値) + PE(変動値)  






計された 8基の橋脚を抽出した。各橋脚杭基礎の前列杭のうち 1本について、レベル 2地震時に
おける PDと PEの関係式を求めた結果を図-4.5.5に示す。PDと PEの間には相関があり、平均値 m
と標準偏差 sから m − 1s・m・m + 1sを求め、これを順に Case 1・Case 2・Case 3として、最外縁
の押込み杭 1本が受ける地震荷重を代表させる。 
Case 1 (図-4.5.5における m − 1sの相関関係に対応) : PE = 1.8PD 
Case 2 (図-4.5.5における mの相関関係に対応)   : PE = 2.1PD         (4.5.10) 
Case 3 (図-4.5.5における m + 1sの相関関係に対応) : PE = 2.4PD 
図-4.5.5 現行基準に従う場合の死荷重による杭頭反力 PDと地震荷重による杭頭反力 PEの関係 




おくと、PEhuは、PEを補正係数 cdF = 1.1で除した値となる。 
 
橋脚に生じる応答が塑性域に達する場合の PDと PEhuの関係 
Case 1 : PEhu = PE / 1.1 = (1.8 / 1.1) PD = a1 PD , a1 = 1.636 
Case 2 : PEhu = PE / 1.1 = (2.1 / 1.1) PD = a2 PD , a2 = 1.909                 (4.5.11)  
Case 3 : PEhu = PE / 1.1 = (2.4 / 1.1) PD = a3 PD , a3 = 2.182 
 
ここに、aiは各検討ケースにおける PDと PEhuの相関係数である。以上より、換算水平震度 khuに
相当する荷重が作用するときの杭頭反力 Pは次式により表される。 
P = PD + PEhu , PEhu = aiPD                           (4.5.12)  
なお、現行基準に従う場合、杭頭反力 Pは 
P = PD + cdFPEhu , PEhu = aiPD      (4.5.13)  
と表される。 
杭頭反力 P のうち、死荷重分 PDは確定値である。一方、地震荷重分 PEhuは橋脚の終局水平耐
力の影響を受けて変動する。そのばらつきは、表-4.5.3に示した換算水平震度比 KQのばらつきと
同じである。したがって、杭頭反力 Pの平均値 mPと標準偏差 sPは次式のように表される。 
 
mP = PD + mKQ PEhu = (1+ mKQ ai) PD     (4.5.14)  
sP = mKQ CVKQ PEhu = mKQ ai CVKQ PD     (4.5.15)  






表-4.5.3である。極限支持力 Rのばらつきは表-2.2.10より、支持力比 p ( = 実測値 / 計算値) の
ばらつきの統計量として、平均値 mp = 1.0、変動係数 CVp = 0.35であると推定した。これらの統計
量を用いて、式(4.3.4) より信頼性指標β を逆算する。信頼性指標βを逆算する際に用いる抵抗係数
φ  は，次のとおりである。 
杭頭反力Pが極限支持力Rに達して杭基礎の降伏したときの杭頭反力はP = Rである。式(4.5.10) 
の Case 1を例にすると、このときの杭頭反力は 
P = PD + PE = PD + 1.8PD = 2.8PD 
である。言い換えれば、極限支持力は R = P = 2.8PDということになる。しかし、この杭頭反力は
補正係数 cdFを考慮した設計水平震度を用いて計算されたものであるので、実際の杭頭反力 P’は
式(4.5.11) の Case 1より 
P’ = PD + PEhu = PD + 1.636PD = 2.636PD 
である。すなわち、杭頭反力は補正係数 cdFによって、 
P / P’ = 2.8PD / 2.636PD = 1.062 
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の割増されていたということになる。この割増し(P / P’) を係数ψとすると、ψP’ = Rと表すこと
ができる。同様に Case 2・Case 3について求めると、係数ψ は(Case 2)  ψ = 1.066、(Case 3)  ψ = 1.069
となる。これを P’ =φRで表す抵抗係数φ ( = 1 / ψ) に置き換えると、Case 1 ～Case 3の抵抗係数φ 
は、それぞれ、(Case 1) φ = 0.942、(Case 2) φ = 0.938、(Case 3) φ = 0.935と求められる。 
これらの抵抗係数を用いて逆算した信頼性指標β を表-4.5.5 に示す。現在の道路橋示方書で設
計された杭基礎が有する信頼性指標β  は、β  =  − 0.35程度であると推定される。 
 
表-4.5.5 現在の道路橋示方書で設計された杭基礎が有する信頼性指標 β 
 信頼性指標 β 
Case 1 – 0.33 
Case 2 – 0.34 










指標βT = 0.5として、目標安全余裕を大きくすることにした。 
多列杭基礎の場合の目標信頼性指標をβT = 0.0、2列杭基礎の場合の目標信頼性指標をβT = 0.5
として、前述の統計量を用いて式(4.3.4) により抵抗係数φを求めると表-4.5.6 となる。これをγ  = 
1/φ  で変換すると、橋脚および橋脚基礎のばらつきを考慮した補正係数γ  は表-4.5.6に示す値とな
る。 
多列杭基礎(βT = 0.0) の場合の部分係数γ  はγ  = 1.2程度である。2列杭基礎のような構造的に余
剰強度がない(βT = 0.5) 場合の部分係数はγ  = 1.4～1.5程度である。βT = 0.0での部分係数と比べて、
βT = 0.5とした場合のγ  は 0.2強程度大きな値となる。 
 
表-4.5.6 橋脚に生じる応答が塑性域に達する場合の部分係数 
 目標信頼性指標 βΤ 抵抗係数φ 部分係数
 γ 
Case 1 0.840 1.19 




Case 1 0.708 1.41 











に示した換算水平震度比 KQの統計量は、mKQ = 1.20、CVKQ = 0.06となるので、換算水平震度 khu
の mkhuおよび skhuは mkhu = czkhc0 = kQ 、skhu = 0となる。現在の道路橋示方書では、橋脚に生じる応
答が弾性域にとどまる場合には、式(4.5.3) の部分係数γ に相当する係数 cdFは考慮しない(cdF = 1.0)。
よって、式(4.5.11) の地震荷重による杭頭反力 PEhuは、PEhu = PEとなり、各検討ケースにおける
aiは式(4.5.8) より、a1 = 1.8、 a2 = 2.1、 a3 = 2.4となる。よって、杭頭反力 Pのばらつきは、式
(4.5.10) と式(4.5.14)～式(4.5.16) で評価する。極限支持力 Ruのばらつきは前項(1) と同じである。
補正係数 cdFは考慮しないので、信頼性指標β を逆算する際に用いる抵抗係数はφ = 1.0である。こ
れらの統計量を用いて、式(4.3.4) より信頼性指標β を逆算すると、β = − 0.17となる。橋脚の塑性
化を考慮しない場合、β は橋脚が塑性化する場合に比較して 0.2弱大きくなった。橋脚の塑性化を
考慮する場合と同等のβ を与えることとして、レベル 2 地震時における目標信頼性指標は、多列
杭基礎の場合はβT = 0.0、2列杭基礎の場合はβT = 0.5と設定する。前述の統計量を用いて、式(4.3.4) 
により抵抗係数φ を求めると表-4.5.7となる。これをγ = 1 / φ で変換すると、橋脚および橋脚基礎
のばらつきを考慮した部分係数γ  は表-4.5.7に示す値となる。 
多列杭基礎(βT = 0.0) の場合の部分係数γ  はγ = 1.1程度である。2列杭基礎のような構造的に余
剰強度がない(βT = 0.5) 場合の部分係数はγ = 1.3程度である。βT = 0.0でのγ と比べて、βT = 0.5と
した場合のγ  は 0.2大きな値となる。 
 
表-4.5.7 橋脚に生じる応答が弾性域にとどまる場合の部分係数 
 目標信頼性指標 βΤ 抵抗係数φ 部分係数
 γ 
多列杭基礎 0.0 0.944 1.06 
2列杭基礎 0.5 0.796 1.26 
 
（４）杭基礎の限界状態が杭の鉛直支持力に支配される場合の信頼性と部分係数のまとめ 






指標 βΤ 部分係数 γ 
多列杭基礎 0.0 1.19 ～ 1.20橋脚に生じる応答が塑
性域に達する場合 2列杭基礎 
– 0.33 ～ – 0.35 
0.5 1.41 ～ 1.43








4.5.3 および 4.5.4 の検討結果より、レベル 2 地震時の杭基礎の設計に用いる部分係数の提案値
を表-4.5.9に示す。なお、照査式は、橋脚基礎の降伏震度を khyF、杭基礎照査用の換算水平震度を
khuとすると、次式で表される。 






杭体の塑性化に起因する場合は部分係数γ  が 1 未満である。これは、現行基準による計算値が
基礎の降伏強度を過小評価しているためと考えられる。杭体が塑性化する基礎の設計に、γ  = 1.2









塑性域に達する場合 0.0 γ ＝0.8 γ ＝1.2 
弾性域にとどまる場合 0.0 γ ＝0.7 γ ＝1.1 
 
 
表-4.5.10 杭基礎の降伏が杭の鉛直支持力に支配される場合で, 杭列数が少ない場合の部分係数γ の整理 
橋脚に生じる応答 目標信頼性指標βT 部分係数 
塑性域に達する場合 0.5 γ ＝1.5 


















対して] = 1.5、暴風時・レベル 1地震時については、[最大強度点に対して] = 1.8、[弾性限界
点に対して] = 0.5に設定できることを確認した。また、このとき抵抗係数φ は、それぞれ常
時 0.33・0.40、レベル 1地震時 0.50・0.68と設定することを提案した。 
3) 常時・暴風時およびレベル 1地震時に対する水平抵抗に関しては、現行基準の信頼性を踏ま
え、鉛直抵抗に関する弾性限界点に対する照査と同等の信頼性を見込むことが可能であり、
許容変位として、常時は杭径の 2%、暴風時およびレベル 1地震時は杭径の 3.5%と設定する
ことを提案した。 
4) レベル 2地震時の杭基礎の設計において、現行基準の信頼性を踏まえ、目標信頼性指標βTを
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地盤抵抗領域は載荷直角方向で杭径 D の 3 倍程度の範囲と考えられ、水平地盤反力度の上
限値の補正係数ηpは杭中心間隔 / 3D で求められる。ただし、杭中心間隔が 3D 以上である
場合はηp = 1 とする。前列杭以外の水平地盤反力度の上限値は、前列杭の 1 / 2 とモデル化
できる。粘性土においては、杭前面地盤の抵抗領域が小さく、前列杭および前列杭以外に













性限界点に対して] = 1.5、暴風時・レベル 1 地震時については、[最大強度点に対して] = 1.8、
[弾性限界点に対して] = 0.5 に設定できることを確認した。また、このとき抵抗係数φ は、
それぞれ常時 0.33・0.40、レベル 1 地震時 0.50・0.68 と設定することを提案した。 
また、常時・暴風時およびレベル 1 地震時に対する水平抵抗に関しては、現行基準の信
頼性を踏まえ、鉛直抵抗に関する弾性限界点に対する照査と同等の信頼性を見込むことが
可能であり、許容変位として、常時は杭径の 2%、暴風時およびレベル 1 地震時は杭径の 3.5%
と設定することを提案した。 
さらに、レベル 2 地震時の杭基礎の設計において、現行基準の信頼性を踏まえ、目標信































1) 岡原美知夫, 中谷昌一, 田口敬二, 松井謙二: 軸方向押込み力に対する杭の支持特性に
関する研究, 土木学会論文集, No. 418 / III-13,pp. 257-266, 1990. 6.  
2) 岡原美知夫, 中谷昌一, 松井謙二: 杭の鉛直および水平方向の支持特性に関する研究, 
構造工学論文集 A, Vol. 37, No. 3, pp. 1453-1466, 1991. 3.  
3) 石井清, 鈴木誠, 中谷昌一, 松井謙二: 載荷試験結果を考慮した杭鉛直支持力の確率論
的評価法, 土木学会論文集, No. 439 / III-17, pp. 45-52, 1991. 12.  
4) 白戸真大, 福井次郎, 中谷昌一: ファイバー要素を用いた数値解析による場所打ち杭基
礎の変形性能評価, 日本地震工学会論文集, Vol. 6, No. 4, pp. 38-54, 2006. 11.  
5) 中谷昌一, 白戸真大, 井落久貴, 松井謙二: 水平力を受ける杭の弾性限界状態に関する




1) 岡原美知夫, 中谷昌一, 田口敬二, 松井謙二: 工種･支持形態別杭の鉛直支持力特性 II, 
土質工学研究発表会発表講演集, Vol. 23, No. 2-2, pp. 1363-1364, 1988. 5.  
2) 岡原美知夫, 中谷昌一, 田口敬二, 松井謙二: 工種･支持形態別杭の鉛直支持力特性 I, 
土質工学研究発表会発表講演集, Vol. 23, No. 2-2, pp. 1361-1362, 1988. 5.  
3) 岡原美知夫, 高木章次, 中谷昌一, 田口敬二, 坂本昭夫: 載荷試験データによる水平抵
抗特性に関する調査, 土木研究所資料, 第 2721 号, 1989. 1.  
4) 坂本昭夫, 岡原美知夫, 高木章次, 中谷昌一, 田口敬二: 水平載荷試験データによる杭
の基準変位量に関する一考察 I, 土質工学研究発表会発表講演集, Vol. 24, No. 2-2, pp. 
1345-1346, 1989. 5.  
5) 田口敬二, 岡原美知夫, 高木章次, 中谷昌一, 坂本昭夫: 水平載荷試験データによる杭
の基準変位量に関する一考察 II, 土質工学研究発表会発表講演集, Vol. 24, No. 2-2, pp. 
1347-1348, 1989. 5.  
6) 田口敬二, 岡原美知夫, 中谷昌一: 杭の支持力評価に関する研究, 土木学会年次学術講
演会講演概要集, 第 3 部, Vol. 44, pp. 820-821, 1989. 1.  
7) 中谷昌一: 道路橋示方書 IV 下部構造編 改訂のポイントおよび設計計算例 各論 改
訂のポイントおよび設計計算例-7 杭基礎の設計, 基礎工, Vol. 18, No. 5, pp. 37-43, 1990. 
5.  
8) 岡原美知夫, 中谷昌一: 道路橋示方書の改訂について IV 下部構造編, 橋梁と基礎, Vol. 
24, No. 5, pp. 9-14, 1990. 5.  
9) 中谷昌一, 岡原美知夫, 田口敬二: 単杭の大変形･水平載荷実験, 土木学会年次学術講
演会講演概要集, 第 3 部, Vol. 45, pp. 1036-1037, 1990. 9.  
 230
10) 岡原美知夫, 高木章次, 中谷昌一, 木村嘉富: 単杭の支持力と柱状体基礎の設計法に関
する研究, 土木研究所資料, 第 2919 号, 1991. 1.  
11) 高木繁, 岡原美知夫, 中谷昌一, 社森佳次: 群杭模型の大変形･水平載荷実験 群杭の杭
頭荷重分担率について, 土木学会年次学術講演会講演概要集, 第 3 部, Vol. 46, pp. 
816-817, 1991. 9.  
12) 岡原美知夫, 中谷昌一, 木村嘉富: 道路橋下部構造への限界状態設計法の適用に関する
現状, 日本道路会議論文集, Vol. 19, 一般, pp. 940-941, 1991. 1.  
13) 岡原美知夫, 中谷昌一, 藤村知広: 杭の軸方向バネ定数の算定法の提案, 日本道路会議
論文集, Vol. 19, 一般, pp. 932-933, 1991. 1.  
14) 藤原稔, 岡原美知夫, 木村嘉富, 高木繁, 中谷昌一: 水平載荷試験による杭基礎の保有
水平耐力, 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会合同部会会議
録, Vol. 24, pp. 339-352, 1992.  
15) 岡原美知夫, 中谷昌一, 木村嘉富, 高木繁, 社森佳次: 群杭模型の水平方向載荷実験, 
土木研究所資料, 第 3079 号, 1992. 3.  
16) 中谷昌一: 道路橋示方書の改訂について, 道路, No. 734, 2002. 4.  
17) 玉越隆史, 村越潤, 渡辺博志, 中谷昌一, 運上茂樹: 道路橋技術基準の現状と今後の改
訂への取り組み, 土木技術資料, Vol. 47, No. 7, pp. 28-33, 2005. 7.  
18) 中谷昌一, 山口昭: 斜杭基礎の保有水平耐力に関する研究, 土木施工, Vol. 47, No. 2, pp. 
80-81, 2006. 2.  
19) 中谷昌一, 竹口昌弘, 井落久貴, 鈴木規彦: 鋼管杭を用いた斜杭基礎の地震時保有水平
耐力に関する検討, 土木技術資料, Vol. 48, No. 6, pp. 58-63, 2006. 6.  
20) 井落久貴, 中谷昌一, 竹口昌弘, 岡原美知夫, 小松章, 平田尚, 髙野公寿, 池田真, 高橋
一樹: 鋼管杭斜杭基礎の保有水平耐力に関する研究(その 1), 地盤工学研究発表会発表
講演集, Vol. 41, 2 分冊の 2, pp. 1387-1388, 2006. 7.  
21) 井落久貴, 中谷昌一, 竹口昌弘, 岡原美知夫, 小松章, 平田尚, 髙野公寿, 池田真, 高橋
一樹: 鋼管杭斜杭基礎の保有水平耐力に関する研究(その 2), 地盤工学研究発表会発表
講演集, Vol. 41, 2 分冊の 2, pp. 1385-1386, 2006. 7.  
22) 中谷昌一, 白戸真大: 基礎の性能照査と数値解析技術, 橋梁と基礎, Vol. 40, No. 8, pp. 
93-97, 2006. 8.  
23) M. Suzuki, M. Shirato, S. Nakatani & K. Matsui: Probabilistic Uncertainties in Estimating the 
Vertical Bearing Resistance of Piles, TAIPEI2006 International Symposium on New Generation 
Design Codes for Geotechnical Engineering Practice, pp. 95-96, 2006. 11.  
24) Masahiro Shirato, Shoichi Nakatani, Kenji Matsui, and Takashi Nakaura: GEOTECHNICAL 
CRITERION FOR SERVICEABILITY LIMIT STATE OF HORIZONTALLY-LOADED DEEP 
FOUNDATIONS, U.S. -Japan Bridge Engineering Workshop, 22, pp. 356-369, 2006. 11.  
25) Shoichi Nakatani, Masahiro Takeguchi, Hisataka Iochi, Norihiko Suzuki: STUDY ON 
SEISMIC LATERALE STRENGTH OF COUPLED BATTERED STEEL PIPE PILE, U.S. 
-Japan Bridge Engineering Workshop, 22, pp. 145-153, 2006. 11.  
 231
26) 中谷昌一, 白戸真大: 深い基礎の許容塑性率に関する工学的意義について, 土木研究所
資料, 第 4030 号, 2006. 12.  
27) 中谷昌一, 白戸真大, 井落久貴, 野村朋之: 性能規定下における杭基礎の安定照査に関
する研究, 土木研究所資料, 第 4036 号, 2007. 1.  
28) M. Shirato, S. Nakatani: Seismic design specifications for Japanese highway bridge deep 
foundations against large earthquakes, International Workshop on Recent Advances of Deep 
Foundations, pp. 167-172, 2007. 2.  
29) M. Suzuki, M. Shirato, S. Nakatani & K. Matsui: Side Resistance of Piles Considering Strain 
Levels, International Workshop on Recent Advances of Deep Foundations, pp. 211-215, 2007. 
2.  
30) 中谷昌一, 白戸真大, 野々村佳哲, 中村祐二: 大きな変位を受ける杭基礎の地盤水平抵
抗のモデル化について, 土木研究所資料, 第 4100 号, 2008. 3.  
31) 中谷昌一, 白戸真大, 野村朋之: レベル 2 地震時における杭基礎の設計に用いる部分係
数の検討, 土木研究所資料, 第 4102 号, 2008. 3.  
32) 中谷昌一, 竹口昌弘, 井落久貴, 横幕清: 鋼管杭を用いた斜杭基礎の変形性能に関する
載荷実験, 土木研究所資料, 第 4108 号, 2008. 3.  
33) 鳥畑淳, 寺川洋平, 津田和義, 村上浩, 中谷昌一, 竹口昌弘, 昇健次: 杭基礎の大変形挙
動後における支持力特性に関する研究(その 1), 第 63 回土木学会年次学術講演会, 
III-116, pp. 231-232, 2008. 9.  
34) 本間裕介, 木谷好伸, 吉原雅美, 岡田亮太, 中谷昌一, 野々村佳哲, 平田尚: 杭基礎の大
変形挙動後における支持力特性に関する研究(その 2), 第 63 回土木学会年次学術講演会, 
III-117, pp. 233-234, 2008. 9.  
35) 長谷川央, 西村裕, 飯田努, 中谷昌一, 白戸真大, 大久保浩弥: 杭基礎の大変形挙動後
における支持力特性に関する研究(その 3), 第 63回土木学会年次学術講演会, III-118, pp. 





態設計法に関する調査研究報告書, 1989. 3.  
2) 道路橋下部構造の限界状態設計法に関する調査研究委員会: 道路橋下部構造の限界状
態設計法に関する調査研究(その 2) 報告書, 1990. 3.  
3) 道路橋下部構造の限界状態設計法に関する調査研究委員会: 道路橋下部構造の限界状
態設計法に関する調査研究報告書, 1991. 3.  
4) (社) 日本道路協会: 道路橋示方書・同解説 IV 編, 1990. 2.  
5) (社) 日本道路協会: 道路橋示方書・同解説 I～V 編, 2002. 3.  
6) (社) 日本道路協会: 杭基礎設計便覧, 1992. 10.  
7) (社) 日本道路協会: 杭基礎設計便覧, 2007. 1.  
 232
8) (社) 日本道路協会: 杭基礎施工便覧, 2007. 1.  
9) (財) 国土開発技術研究センター: 一般土木工法・技術審査証明報告書「ソイルセメント
合成鋼管杭工法」, 1991. 2.  
10) (財) 土木研究センター: 建設技術審査証明報告書「先端翼付き回転貫入鋼管杭 ジオウ
ィング・パイル」, 2005. 9.  
11) (財) 国土技術研究センター: 建設技術審査証明事業報告書「ガンテツパイル(鋼管ソイ
ルセメント杭工法) 」, 2006. 1.  
12) (財) 国土技術研究センター: 建設技術審査証明事業報告書「HYSC 杭(鋼管ソイルセメ
ント杭工法) 」, 2007. 2.  
13) (財) 土木研究センター: 建設技術審査証明報告書「Super KING 工法」, 2007. 8.  
 
